
条 例

�愛媛県条例第１号
職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例及び教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例

（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第１条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（子の看護の際の休暇）

第８条の２ 子（人事委員会規則で定める子に

限る。以下この条において同じ。）を養育する職員が、負傷し若

しくは疾病にかかつた当該子の世話又は疾病の予防を図るために

必要なものとして人事委員会規則で定める当該子の世話を行う必

要があると任命権者が認定したときは、１年を通じて５日（当該

職員の養育する子が２人以上の場合にあつては、１０日）以内の期

間中は、有給休暇とすることができる。

（正規の勤務時間外勤務、 深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第１２条 任命権者は、３歳に満たない子のある職員が、人事委員会

規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求した場

合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、正規の勤務時間外の勤務

（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務その

（子の看護の際の休暇）

第８条の２ 職員の養育している子（人事委員会規則で定める子に

限る。）で負傷し、又は疾病にかかつているものをその職員が看

護する

必

要があると任命権者が認定したときは、１年を通じて５日

以内の期

間中は、有給休暇とすることができる。

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）

発 行 愛 媛 県
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他人事委員会規則で定める勤務を除く。）をさせてはならない。

２ 省略

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

が、人事委員会規則で定めるところにより、当該子を養育

するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理

するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、人

事委員会規則で定める時間を超えて、正規の勤務時間外の勤務

（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務その

他人事委員会規則で定める勤務を除く。）をさせてはならない。

４ 前２項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する職員について準用する。この

場合において、第２項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）において

常態として当該子を養育することができるものとして人事委員会

規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）」と

あるのは「負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害のため介

護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下「要介護

者」という。）のある職員」と、「、当該子を養育する」とある

のは「、当該要介護者を介護する」と、「深夜における」とある

のは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）に

おける」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員

」とあるのは「要介護者のある職員」と、「、当該子を養

育する」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と読み替える

ものとする。

第１２条 省略

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員

（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該子を

養育することができるものとして人事委員会規則で定める者に該

当する場合における当該職員を除く。以下この項において同

じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、当該子を養育

するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理

するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、人

事委員会規則で定める時間を超えて、正規の勤務時間外の勤務

（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務その

他人事委員会規則で定める勤務を除く。）をさせてはならない。

３ 前２項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する職員について準用する。この

場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの子の

ある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）において

常態として当該子を養育することができるものとして人事委員会

規則で定める者に該当する場合における当該職員を除く。）」と

あるのは「要介護者

のある職員」と、「、当該子を養育する」とある

のは「、当該要介護者を介護する」と、「深夜における」とある

のは「深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）に

おける」と、前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当該

子を養育することができるものとして人事委員会規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除く。以下この項において同

じ。）」とあるのは「要介護者のある職員」と、「、当該子を養

育する」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と読み替える

ものとする。

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第２条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（子の看護の際の休暇）

第９条の２ 子（人事委員会規則で定める

子に限る。以下この条において同じ。）を養育する教育職員が、

負傷し若しくは疾病にかかつた当該子の世話又は疾病の予防を図

るために必要なものとして人事委員会規則で定める当該子の世話

を行う必要があると任命権者が認定したときは、１年を通じて５

日（当該教育職員の養育する子が２人以上の場合にあつては、１０

日）以内の期間中は、有給休暇とすることができる。

（正規の勤務時間外勤務、 深夜勤務及び時間外勤務の制

限）

第１２条 任命権者は、３歳に満たない子のある教育職員が、人事委

員会規則で定めるところにより、当該子を養育するために請求し

た場合には、当該請求をした教育職員の業務を処理するための措

置を講ずることが著しく困難である場合を除き、正規の勤務時間

（子の看護の際の休暇）

第９条の２ 教育職員の養育している子（人事委員会規則で定める

子に限る。）で負傷し、又は疾病にかかつているものをその職員

が看護する

必要があると任命権者が認定したときは、１年を通じて５

日

以内の期間中は、有給休暇とすることができる。

（育児又は介護を行う教育職員の深夜勤務及び時間外勤務の制

限）

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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外の勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の

勤務その他人事委員会規則で定める勤務を除く。）をさせてはな

らない。

２ 省略

３ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職

員

が、人事委員会規則で定めるところにより、当該子

を養育するために請求した場合には、当該請求をした教育職員の

業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合

を除き、人事委員会規則で定める時間を超えて、正規の勤務時間

外の勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の

勤務その他人事委員会規則で定める勤務を除く。）をさせてはな

らない。

４ 前２項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する教育職員について準用する。

この場合において、第２項中「小学校就学の始期に達するまでの

子のある教育職員（教育職員の配偶者で当該子の親であるもの

が、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同

じ。）において常態として当該子を養育することができるものと

して人事委員会規則で定める者に該当する場合における当該教育

職員を除く。）」とあるのは「負傷、疾病又は身体上若しくは精

神上の障害のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定める

もの（以下「要介護者」という。）のある教育職員」と、「、当

該子を養育する」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と、

「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５

時までの間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期

に達するまでの子のある教育職員

」とあるのは「要介

護者のある教育職員」と、「、当該子を養育する」とあるのは

「、当該要介護者を介護する」と読み替えるものとする。

第１２条 省略

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある教育職

員（教育職員の配偶者で当該子の親であるものが、常態として当

該子を養育することができるものとして人事委員会規則で定める

者に該当する場合における当該教育職員を除く。以下この項にお

いて同じ。）が、人事委員会規則で定めるところにより、当該子

を養育するために請求した場合には、当該請求をした教育職員の

業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合

を除き、人事委員会規則で定める時間を超えて、正規の勤務時間

外の勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の

勤務その他人事委員会規則で定める勤務を除く。）をさせてはな

らない。

３ 前２項の規定は、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害

のため介護を必要とする者で人事委員会規則で定めるもの（以下

「要介護者」という。）を介護する教育職員について準用する。

この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達するまでの

子のある教育職員（教育職員の配偶者で当該子の親であるもの

が、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同

じ。）において常態として当該子を養育することができるものと

して人事委員会規則で定める者に該当する場合における当該教育

職員を除く。）」とあるのは「要介護者

のある教育職員」と、「、当

該子を養育する」とあるのは「、当該要介護者を介護する」と、

「深夜における」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午前５

時までの間をいう。）における」と、前項中「小学校就学の始期

に達するまでの子のある教育職員（教育職員の配偶者で当該子の

親であるものが、常態として当該子を養育することができるもの

として人事委員会規則で定める者に該当する場合における当該教

育職員を除く。以下この項において同じ。）」とあるのは「要介

護者のある教育職員」と、「、当該子を養育する」とあるのは

「、当該要介護者を介護する」と読み替えるものとする。

附 則

この条例は、平成２２年６月３０日から施行する。

�愛媛県条例第２号
職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

� 非常勤職員

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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� 省略

� 省略

（再度の育児休業をすることができる最初の育児休業の期間）

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間は、

育児休業に係る子の出生の日から起算して８週間を経過する日の

翌日まで（出産予定日前に当該子が出生した場合にあっては当該

出生の日から当該出産予定日から起算して８週間を経過する日の

翌日までとし、出産予定日後に当該子が出生した場合にあっては

当該出産予定日から当該出生の日から起算して８週間を経過する

日の翌日までとする。）とする。

（再度の育児休業をすることができる特別の事情）

第４条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

� 育児休業をしている職員が産前の休暇を与えられ、若しくは

出産したことにより当該育児休業の承認が効力を失い、又は第

６条に規定する 事由に該当したことにより当該育児休業の

承認が取り消された後、当該産前の休暇若しくは出産に係る子

又は同条に規定する承認に係る子が死亡したこと又は養子縁組

等により職員と別居することとなったこと。

�～� 省略

第５条 省略

（育児休業の承認の取消事由）

第６条 育児休業法第５条第２項の条例で定める事由は、育児休業

をしている職員について当該育児休業に係る子以外の子に係る育

児休業を承認しようとするときとする。

第７条 省略

第８条 省略

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）

第９条 育児休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する

法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員（以下「企業

職員」という。）及び技能労務職員の給与の種類及び基準を定め

る条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員（以

下「技能労務職員」という。）を除く。第２１条から第２３条までに

おいて同じ。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員

との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間

を１００分の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤

務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後にお

ける最初の昇給日（職員の給与に関する条例第４条第５項又は教

育職員の給与に関する条例第７条第１項に規定する人事委員会規

則で定める日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に

準じてその者の号給を調整することができる。

第１０条 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

� 臨時的に任用される職員

� 省略

� 省略

� 育児休業により養育しようとする子について、配偶者が育児

休業法その他の法律により育児休業をしている職員

� 前号に掲げる職員のほか、職員が育児休業により養育しよう

とする子を当該職員以外の当該子の親が常態として養育するこ

とができる場合における当該職員

（再度の育児休業をすることができる特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

� 育児休業をしている職員が産前の休暇を与えられ、若しくは

出産したことにより当該育児休業の承認が効力を失い、又は第

５条第２号に掲げる事由に該当したことにより当該育児休業の

承認が取り消された後、当該産前の休暇若しくは出産に係る子

又は同号に規定する承認に係る子が死亡したこと又は養子縁組

等により職員と別居することとなったこと。

�～� 省略

第４条 省略

（育児休業の承認の取消事由）

第５条 育児休業法第５条第２項の条例で定める事由は、次に掲げ

る事由

とする。

� 職員が育児休業により養育している子を当該職員以外の当該

子の親が常態として養育することができることとなったとき。

� 育児休業をしている職員について当該育児休業に係る子以外

の子に係る育児休業を承認しようとするとき。

第６条 省略

第７条 省略

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）

第８条 育児休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する

法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員（以下「企業

職員」という。）及び技能労務職員の給与の種類及び基準を定め

る条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員（以

下「技能労務職員」という。）を除く。第２０条から第２２条までに

おいて同じ。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員

との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間

を１００分の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤

務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後にお

ける最初の昇給日（職員の給与に関する条例第４条第５項又は教

育職員の給与に関する条例第７条第１項に規定する人事委員会規

則で定める日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に

準じてその者の号給を調整することができる。

第９条 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）
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第１１条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

� 省略

� 省略

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第１２条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

� 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員が産前の休暇を

与えられ、若しくは出産したことにより当該育児短時間勤務の

承認が効力を失い、又は第１５条第１号に掲げる事由に該当した

ことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、当該

産前の休暇若しくは出産に係る子又は同号に規定する承認に係

る子が死亡したこと又は養子縁組等により職員と別居すること

となったこと。

�・� 省略

� 育児短時間勤務の承認が、第１５条第２号に掲げる事由に該当

したことにより取り消されたこと。

�・� 省略

第１３条 省略

第１４条 省略

（育児短時間勤務の承認の取消事由）

第１５条 育児休業法第１２条において準用する育児休業法第５条第２

項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。

� 省略

� 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

第１８条 省略

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る任期の更

新）

第１９条 第７条の規定は、短時間勤務職員の任期の更新について準

用する。

第２０条 省略

（部分休業をすることができない職員）

第２１条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、育児短時

間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている

職員とする。

第１０条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

� 非常勤職員

� 臨時的に任用される職員

� 省略

� 省略

� 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をすることにより養育しようと

する子について、配偶者が育児休業法その他の法律により育児

休業をしている職員

� 前号に掲げる職員のほか、職員が育児短時間勤務をすること

により養育しようとする時間において、育児短時間勤務をする

ことにより養育しようとする子を当該職員以外の当該子の親が

養育することができる場合における当該職員

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第１１条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

� 育児短時間勤務

をしている職員が産前の休暇を

与えられ、若しくは出産したことにより当該育児短時間勤務の

承認が効力を失い、又は第１４条第２号に掲げる事由に該当した

ことにより当該育児短時間勤務の承認が取り消された後、当該

産前の休暇若しくは出産に係る子又は同号に規定する承認に係

る子が死亡したこと又は養子縁組等により職員と別居すること

となったこと。

�・� 省略

� 育児短時間勤務の承認が、第１４条第３号に掲げる事由に該当

したことにより取り消されたこと。

�・� 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

（育児短時間勤務の承認の取消事由）

第１４条 育児休業法第１２条において準用する育児休業法第５条第２

項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。

� 職員が育児短時間勤務により養育している子を、当該育児短

時間勤務をすることにより養育している時間に、当該職員以外

の当該子の親が養育することができることとなったとき。

� 省略

� 省略

第１５条 省略

第１６条 省略

第１７条 省略

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る任期の更

新）

第１８条 第６条の規定は、短時間勤務職員の任期の更新について準

用する。

第１９条 省略

（部分休業をすることができない職員）

第２０条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る

職員とする。

� 非常勤職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条
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第２２条 省略

第２３条 省略

（部分休業の承認の取消事由）

第２４条 第１５条の規定は、部分休業について準用する。

第２５条 省略

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）

� 育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤

務をしている職員

� 部分休業により養育しようとする子について、配偶者が育児

休業法その他の法律により育児休業をしている職員

� 前号に掲げる職員のほか、職員が部分休業により養育しよう

とする時間において、養育しようとする子を当該職員以外の当

該子の親が養育することができる場合における当該職員

第２１条 省略

第２２条 省略

（部分休業の承認の取消事由）

第２３条 第１４条の規定は、部分休業について準用する。

第２４条 省略

附 則

この条例は、国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（平成２１年法律第９３号）の施行の日から施行する。

�愛媛県条例第３号
愛媛県職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県職員定数条例（昭和３０年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の定数）

第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。

� 知事の事務部局の職員 ４，０５８人

� 管理者の事務部局の職員 ２，０５８人

�～� 省略

計 ６，５９５人

（定数外職員）

第４条 次に掲げる職員は、定数の外に置く。

�・� 省略

� 第２条第１号 及び第７号の職員のうち、次に掲げる職員

ア・イ 省略

２ 前項各号に掲げる職員が職務に復帰した場合において、同項第

１号及び第２号に掲げる職員にあつては第２条各号の職員の員数

が当該各号に掲げる職員の定数を、同項第３号に掲げる職員にあ

つては同条第１号 及び第７号の職員の員数が同条第１号 及び

第７号に掲げる職員の定数を超えるときは、その定数を超える員

数の職員は、１年を超えない期間に限り、定数の外に置く。

（職員の定数）

第２条 職員の定数は、次に掲げるとおりとする。

� 知事の事務部局の職員

ア 知事の事務部局の職員（愛媛県立医療技術大学の職員を除

く。） ４，０５８人

イ 愛媛県立医療技術大学の職員 ７４人

� 管理者の事務部局の職員 ２，１４６人

�～� 省略

計 ６，７５７人

（定数外職員）

第４条 次に掲げる職員は、定数の外に置く。

�・� 省略

� 第２条第１号ア及び第７号の職員のうち、次に掲げる職員

ア・イ 省略

２ 前項各号に掲げる職員が職務に復帰した場合において、同項第

１号及び第２号に掲げる職員にあつては第２条各号の職員の員数

が当該各号に掲げる職員の定数を、同項第３号に掲げる職員にあ

つては同条第１号ア及び第７号の職員の員数が同条第１号ア及び

第７号に掲げる職員の定数を超えるときは、その定数を超える員

数の職員は、１年を超えない期間に限り、定数の外に置く。

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第４号
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。
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平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（超過勤務手当）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられ正規の勤務時間外

にした勤務（職員勤務時間等条例第１１条第３項及び第４項の規定

に基づく週休日における勤務のうち人事委員会規則で定めるもの

を除く。）の時間と割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務

することを命ぜられ割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした

勤務（人事委員会規則で定める勤務を除く。）の時間との合計が

１箇月について６０時間を超えた職員には、その６０時間を超えて勤

務した全時間に対して、第１項（第２項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）及び前項の規定にかかわらず、勤務１時

間につき、第１８条に規定する勤務１時間当たりの給与額に、正規

の勤務時間外にした勤務にあつては１００分の１５０（その勤務が午後

１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、１００分の１７５）

を、割振り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務にあつては

１００分の５０をそれぞれ乗じて得た額を超過勤務手当として支給す

る。

５ 職員には、職員勤務時間等条例第１０条の２第１項に規定する超

勤代休時間（以下「超勤代休時間」という。）を指定された場合

において、当該超勤代休時間に勤務しないときにおいても、正規

の給与を支給する。

６ 超勤代休時間を指定された場合において、当該超勤代休時間に

職員が勤務しなかつたときは、第４項に規定する６０時間を超えて

勤務した全時間のうち当該超勤代休時間の指定に代えられた超過

勤務手当の支給に係る時間に対しては、当該時間１時間につき、

第１８条に規定する勤務１時間当たりの給与額に、正規の勤務時間

外にした勤務にあつては１００分の１５０（その時間が午後１０時から翌

日の午前５時までの間である場合は、１００分の１７５）から第１項に

規定する人事委員会規則で定める割合（その時間が午後１０時から

翌日の午前５時までの間である場合は、その割合に１００分の２５を

加算した割合）を減じた割合を、割振り変更前の正規の勤務時間

を超えてした勤務にあつては１００分の５０から第３項に規定する人

事委員会規則で定める割合を減じた割合をそれぞれ乗じて得た額

の超過勤務手当を支給することを要しない。

７ 第２項に規定する７時間４５分に達するまでの間の勤務に係る時

間について第４項及び前項の規定の適用がある場合における当該

時間に対する同項の規定の適用については、同項中「第１項に規

定する人事委員会規則で定める割合」とあるのは、「１００分の

１００」とする。

（超過勤務手当）

第１４条 省略

２・３ 省略

（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第２条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（休日の代休日）

第２条の２ 任命権者は、休日である第１１条第３項又は第４項の規

定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤務日等」とい

う。）に割り振られた勤務時間の全部（以下「休日の全勤務時

間」という。）について特に勤務することを命じた場合には、人

事委員会規則の定めるところにより、当該休日前に、当該休日に

代わる日（以下「代休日」という。）として、当該休日後の勤務

日等（第１０条の２第１項の規定により超勤代休時間が指定された

勤務日等及び休日を除く。）を指定することができる。

２ 省略

第１０条 省略

（超勤代休時間）

第１０条の２ 任命権者は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛

県条例第５７号）第１４条第４項の規定により超過勤務手当を支給す

べき職員に対して、人事委員会規則の定めるところにより、当該

超過勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間

（以下「超勤代休時間」という。）として、人事委員会規則で定

める期間内にある勤務日等（休日及び代休日を除く。）に割り振

られた勤務時間の全部又は一部を指定することができる。

２ 前項の規定により超勤代休時間を指定された職員は、当該超勤

代休時間には、特に勤務することを命ぜられる場合を除き、正規

の勤務時間においても勤務することを要しない。

（休日の代休日）

第２条の２ 任命権者は、休日である第１１条第３項又は第４項の規

定により勤務時間が割り振られた日（以下「勤務日等」とい

う。）に割り振られた勤務時間の全部（以下「休日の全勤務時

間」という。）について特に勤務することを命じた場合には、人

事委員会規則の定めるところにより、当該休日前に、当該休日に

代わる日（以下「代休日」という。）として、当該休日後の勤務

日等（

休日を除く。）を指定することができる。

２ 省略

第１０条 省略

（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第３条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（超過勤務手当）

第８条 省略

２ 省略

３ 職員には、超勤代休時間を指定された場合において、当該超勤

代休時間に勤務しないときにおいても、正規の給与を支給する。

（超過勤務手当）

第８条 省略

２ 省略

（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第４条 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（時間外勤務手当）

第１０条 省略

２ 省略

３ 職員には、時間外勤務代休時間を指定された場合において、当

該時間外勤務代休時間に勤務しないときにおいても、正規の給与

を支給する。

（時間外勤務手当）

第１０条 省略

２ 省略

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第５号
特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例及び特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例及び教育長の給与、退職手当、
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旅費及び勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例及び特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例及び教育長の給与、退職

手当、旅費及び勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例

（特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例の一部改正）

第１条 特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例（昭和２８年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（非常勤の職員の給与）

第１１条 非常勤の職員の給与については、勤務１日につき３５，２００円

を超えない範囲内において、任命権者が知事と協議して報酬を支

給する。ただし、任命権者が日額により難いと認めるときは、月

額又は年額で定めることができる。

２・３ 省略

（非常勤の職員の給与）

第１１条 非常勤の職員の給与については、勤務１日につき３５，３００円

を超えない範囲内において、任命権者が知事と協議して報酬を支

給する。ただし、任命権者が日額により難いと認めるときは、月

額又は年額で定めることができる。

２・３ 省略

（特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例及び教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例の一部を改正する

条例の一部改正）

第２条 特別職の職員の給与及びその他の給付に関する条例及び教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例の一部を改正

する条例（平成１８年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ 第１条の規定による改正前の特別職の職員の給与及びその他の

給付に関する条例第１１条第１項に定める職員で、同項の規定によ

り支給される報酬の額が勤務１日につき３５，３００円を超え３７，９００円

以下であるものに対する第１条の規定による改正後の特別職の職

員の給与及びその他の給付に関する条例第１１条第１項の規定の適

用については、当該職員が離職するまでの間は、同項中「３５，２００

円」とあるのは、「３７，７００円」とする。

附 則

２ 第１条の規定による改正前の特別職の職員の給与及びその他の

給付に関する条例第１１条第１項に定める職員で、同項の規定によ

り支給される報酬の額が勤務１日につき３５，３００円を超え３７，９００円

以下であるものに対する第１条の規定による改正後の特別職の職

員の給与及びその他の給付に関する条例第１１条第１項の規定の適

用については、当該職員が離職するまでの間は、同項中「３５，３００

円」とあるのは、「３７，８００円」とする。

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第６号
知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、県の財政事情を踏まえ、知事等の給料及び期

末手当並びに職員の給料

を減額するため、これらの者の給料月額等について、特別

職の職員の給与及びその他の給付に関する条例（昭和２８年愛媛県

条例第７号。以下「特別職給与条例」という。）、教育長の給

（趣旨）

第１条 この条例は、県の財政事情を踏まえ、知事等及び

職員の給料、管理職手当及び地域手当その他の給与

（給料月額を算出の基礎とするもの（退職手当を除く。）に限

る。）を減額するため、これらの者の給料月額等について、特別

職の職員の給与及びその他の給付に関する条例（昭和２８年愛媛県

条例第７号。以下「特別職給与条例」という。）、教育長の給
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与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例（昭和３１年愛媛

県条例第５２号。以下「教育長給与条例」という。）、職員の給与

に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条

例」という。）、教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県

条例第３０号。以下「教育職員給与条例」という。）、一般職の任

期付研究員の採用等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４６号。

以下「任期付研究員条例」という。）、一般職の任期付職員の採

用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号。以下「任期付職

員条例」という。）その他の給与に関する条例の特例を定めるも

のとする。

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成１７年愛媛県条例第８８号。以下「職員給与改正条例」という。）

附則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職員に

あっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の合計額）

は、職員給与条例第３条から第４条の２まで及び附則第１３項の規

定、職員給与改正条例附則第７項から第９項までの規定、教育職

員給与条例第４条から第８条までの規定、任期付研究員条例第５

条の規定並びに任期付職員条例第７条の規定にかかわらず、これ

らの規定により定められた額から当該額に、次の各号に掲げる職

員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額

（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた

額）を減じて得た額とする。ただし、給料の調整額、手当及び教

職調整額の額の算出の基礎となる給料月額については、この限り

でない。

�・� 省略

� 前２号に掲げる職員以外の職員 １００分の０．５

２ 職員の給料の調整額の額は、職員給与条例第７条第２項の規定

にかかわらず、同項の規定により定められた額から当該額に、前

項各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割

合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨てた額）を減じて得た額とする。ただし、手当 の

額の算出の基礎となる給料の調整額については、この限りでな

い。

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成２３年３月３１日限り、その効力を失う。

与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例（昭和３１年愛媛

県条例第５２号。以下「教育長給与条例」という。）、職員の給与

に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条

例」という。）、教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県

条例第３０号。以下「教育職員給与条例」という。）、一般職の任

期付研究員の採用等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４６号。

以下「任期付研究員条例」という。）、一般職の任期付職員の採

用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号。以下「任期付職

員条例」という。）その他の給与に関する条例の特例を定めるも

のとする。

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成１７年愛媛県条例第８８号。以下「職員給与改正条例」という。）

附則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職員に

あっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の合計額）

は、職員給与条例第３条から第４条の２まで及び附則第１３項の規

定、職員給与改正条例附則第７項から第９項までの規定、教育職

員給与条例第４条から第８条までの規定、任期付研究員条例第５

条の規定並びに任期付職員条例第７条の規定にかかわらず、これ

らの規定により定められた額から当該額に、次の各号に掲げる職

員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額

（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた

額）を減じて得た額とする。ただし、給料の調整額及び退職手当

の額の算出の基礎となる給料月額については、この限り

でない。

�・� 省略

� 職員給与条例第１９条第５項の規定又は教育職員給与条例第１９

条第５項の規定により期末手当の加算を受けるべき職にある職

員（前２号に掲げる職員を除く。） １００分の３

� 前３号に掲げる職員以外の職員 １００分の２．６

２ 職員の給料の調整額の額は、職員給与条例第７条第２項の規定

にかかわらず、同項の規定により定められた額から当該額に、前

項各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割

合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨てた額）を減じて得た額とする。ただし、退職手当の

額の算出の基礎となる給料の調整額については、この限りでな

い。

３ 職員の管理職手当の月額は、職員給与条例第１８条の２第２項及

び附則第１３項の規定又は教育職員給与条例第１７条の３第２項の規

定にかかわらず、これらの規定により定められた額から当該額

に、１００分の７．５を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てた額）を減じて得た額とする。

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第７号
愛媛県地域活性化・生活対策臨時基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。
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平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地域活性化・生活対策臨時基金条例の一部を改正する条例

愛媛県地域活性化・生活対策臨時基金条例（平成２１年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２４年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第８号
愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置に関する条例を廃止する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置に関する条例を廃止する条例

愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置に関する条例（昭和４７年愛媛県条例第６号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 平成２２年１月１日前に、廃止前の愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置に関する条例（以下「旧条例」という。）第

２条第１項又は第３条に規定する要件に該当した者に対するこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の事業税又は不動産取

得税の課税免除については、旧条例の規定は、なおその効力を有する。

（愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部改正）

３ 愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（他の県税特別措置条例との関係）

第４条 前条の規定及び愛媛県過疎地域における県税の特別措置に

関する条例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）

、愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特

別措置に関する条例（昭和６２年愛媛県条例第５号）又は愛媛県原

子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関する条例

（平成１４年愛媛県条例第４７号）（以下「県税特別措置条例」と総

称する。）の規定の適用を受ける法人又は個人に課する事業税の

額は、同条の規定にかかわらず、第１号の規定により算定した金

額から第２号の規定により算定した金額を控除して得た金額とす

る。

�・� 省略

（他の県税特別措置条例との関係）

第４条 前条の規定及び愛媛県過疎地域における県税の特別措置に

関する条例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）、愛媛県農村地域工業

等導入地区における県税の特別措置に関する条例（昭和４７年愛媛

県条例第６号）、愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特

別措置に関する条例（昭和６２年愛媛県条例第５号）又は愛媛県原

子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に関する条例

（平成１４年愛媛県条例第４７号）（以下「県税特別措置条例」と総

称する。）の規定の適用を受ける法人又は個人に課する事業税の

額は、同条の規定にかかわらず、第１号の規定により算定した金

額から第２号の規定により算定した金額を控除して得た金額とす

る。

�・� 省略

（愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

４ 附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる旧条例第２条第１項に規定する要件に該当した者に対する施行日以後の同

条の規定による事業税の課税免除をする場合については、前項の規定による改正前の愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関

する条例第４条の規定は、なおその効力を有する。この場合において、同条中「愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置

に関する条例」とあるのは、「愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置に関する条例を廃止する条例（平成２２年愛媛県条

例第８号）附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同条例による廃止前の愛媛県農村地域工業等導入地区における県

税の特別措置に関する条例」とする。

（愛媛県産業の振興及び雇用機会の創出のための県税の特別措置に関する条例の一部改正）
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５ 愛媛県産業の振興及び雇用機会の創出のための県税の特別措置に関する条例（平成２１年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（他の県税特別措置条例との関係）

第３条 前条の規定及び愛媛県過疎地域における県税の特別措置に

関する条例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）

又は愛媛県企業立地の促進等による地域における

産業集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例

（平成２０年愛媛県条例第４５号）の規定の適用の対象となる不動産

の取得については、当該不動産のうちこれらの条例の規定の適用

の対象となる部分の取得に限り、同条の規定は、適用しない。

（他の県税特別措置条例との関係）

第３条 前条の規定及び愛媛県過疎地域における県税の特別措置に

関する条例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）、愛媛県農村地域工業

等導入地区における県税の特別措置に関する条例（昭和４７年愛媛

県条例第６号）又は愛媛県企業立地の促進等による地域における

産業集積の形成及び活性化のための県税の特別措置に関する条例

（平成２０年愛媛県条例第４５号）の規定の適用の対象となる不動産

の取得については、当該不動産のうちこれらの条例の規定の適用

の対象となる部分の取得に限り、同条の規定は、適用しない。

（愛媛県産業の振興及び雇用機会の創出のための県税の特別措置に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

６ 附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる旧条例第３条に規定する要件に該当した者に対する施行日以後の同条の規

定による不動産取得税の課税免除をする場合については、前項の規定による改正前の愛媛県産業の振興及び雇用機会の創出のための県税

の特別措置に関する条例第３条の規定は、なおその効力を有する。この場合において、同条中「愛媛県農村地域工業等導入地区における

県税の特別措置に関する条例」とあるのは、「愛媛県農村地域工業等導入地区における県税の特別措置に関する条例を廃止する条例（平

成２２年愛媛県条例第８号）附則第２項の規定によりなおその効力を有するものとされる同条例による廃止前の愛媛県農村地域工業等導入

地区における県税の特別措置に関する条例」とする。

�愛媛県条例第９号
愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県特別会計条例の一部を改正する条例

愛媛県特別会計条例（昭和３９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

（設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０９条第２項の規定

により、次の表の左欄に掲げる特別会計を、それぞれ当該右欄に

掲げる目的のため、設置する。

名 称 目 的 名 称 目 的

省略 省略

市町村合併移行円

滑化資金特別会計

市町村合併移行円滑化資金の貸付事業の

円滑な運営と経理の適正

省略 省略

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１０号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
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愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１ 公有水面埋立法（大正１０年法律第５７

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）に基づく事務のうち、次に掲げる

もの（漁港漁場整備法（昭和２５年法律第

１３７号）第２５条第１項第１号及び第２項の

規定により市が管理する漁港の区域内に

限る。）

�～� 省略

松 山 市、今 治

市、宇和島市、

八幡浜市、新居

浜市、大洲市及

び四国中央市

１ 公有水面埋立法（大正１０年法律第５７

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）に基づく事務のうち、次に掲げる

もの（漁港漁場整備法（昭和２５年法律第

１３７号）第２５条第１項第１号及び第２項の

規定により市が管理する漁港の区域内に

限る。）

�～� 省略

松 山 市、今 治

市

、新居

浜市 及

び四国中央市

１の２～１３ 省略 １の２～１３ 省略

１４ 医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下こ

の項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの（第１８号の２から第３８号

まで及び第４９号から第５２号までの事務に

ついては、２以上の市町の区域において

病院、診療所若しくは介護老人保健施設

又は法第４２条に規定する業務を行う施設

を開設する医療法人に係るものを除

く。）

� 法第６条の３第１項の規定に基づく

診療所及び助産所に関する情報の報告

の受理に関する事務

�の２ 法第６条の３第２項の規定に基

づく診療所及び助産所に関する情報の

変更の報告の受理に関する事務

�の３ 法第６条の３第４項の規定に基

づく診療所及び助産所に関する情報の

報告内容の確認に係る情報提供の要求

に関する事務

�の４ 法第６条の３第６項の規定に基

づく診療所及び助産所に関する情報の

報告等の命令に関する事務

�の５ 省略

�～� 省略

保健所を設置す

る市

１４ 医療法（昭和２３年法律第２０５号。以下こ

の項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの（第１８号の２から第３８号

まで及び第４９号から第５２号までの事務に

ついては、２以上の市町の区域において

病院、診療所若しくは介護老人保健施設

又は法第４２条に規定する業務を行う施設

を開設する医療法人に係るものを除

く。）

� 省略

�～� 省略

保健所を設置す

る市

１４の２ 省略 １４の２ 省略

１４の３ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）及び法の施行のための規則に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町の区域にわたるものに関するもの

を除く。）

�～� 省略

今治市、宇和島

市、大洲市、西

予市、松前町、

鬼北町及び愛南

町

１４の３ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）及び法の施行のための規則に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの（２以上

の市町の区域にわたるものに関するもの

を除く。）

�～� 省略

今治市、宇和島

市、大洲市、西

予市、松前町

及び愛南

町

１５～２６ 省略 １５～２６ 省略

２６の２ 旅券法（昭和２６年法律第２６７号。以

下この項において「法」という。）に基

各市町 ２６の２ 旅券法（昭和２６年法律第２６７号。以

下この項において「法」という。）に基

今治市、宇和島

市、八幡浜市、
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づく事務のうち、次に掲げるもの（急を

要する場合その他の規則で定める場合を

除く。）

�～� 省略

づく事務のうち、次に掲げるもの（急を

要する場合その他の規則で定める場合を

除く。）

�～� 省略

新居浜市、西条

市、大洲市、四

国中央市、西予

市、上島町、久

万高原町、内子

町、伊方町、松

野町、鬼北町及

び愛南町

２６の３ 農地法（昭和２７年法律第２２９号。以

下この項において「法」という。）に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

宇和島市、八幡

浜 市、新 居 浜

市、西条市、大

洲市、伊予市、

四国中央市、西

予市、東温市、

上島町、久万高

原町、松前町、

砥 部 町、内 子

町、伊方町、松

野町、鬼北町及

び愛南町

２６の３ 農地法（昭和２７年法律第２２９号。以

下この項において「法」という。）に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

宇和島市、八幡

浜 市、新 居 浜

市、西条市、大

洲市、伊予市、

四国中央市、西

予市、東温市

、久万高

原町 、

砥 部 町、内 子

町、伊方町、松

野町、鬼北町及

び愛南町

２６の４ 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）に基づく事務のうち、次に掲げる

もの

�～� 省略

宇和島市、八幡

浜市、大洲市、

四国中央市、西

予市、久万高原

町、松前町、砥

部町、内子町、

伊方町及び愛南

町

２６の４ 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）に基づく事務のうち、次に掲げる

もの

�～� 省略

宇和島市

、大洲市、

四国中央市、西

予市、久万高原

町、松前町、砥

部町、内子町、

伊方町及び愛南

町

２７～３７ 省略 ２７～３７ 省略

３７の２ 工場立地法（昭和３４年法律第２４

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）及び工場立地の調査等に関する法

律の一部を改正する法律（昭和４８年法律

第１０８号）に基づく事務のうち、次に掲げ

るもの

�～� 省略

松 山 市、今 治

市、宇和島市、

八幡浜市、大洲

市、四 国 中 央

市、東温市、上

島町及び内子町

３７の２ 工場立地法（昭和３４年法律第２４

号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）及び工場立地の調査等に関する法

律の一部を改正する法律（昭和４８年法律

第１０８号）に基づく事務のうち、次に掲げ

るもの

�～� 省略

松 山 市

、四 国 中 央

市

及び内子町

３８ 省略 ３８ 省略

３９ 商工会法（昭和３５年法律第８９号。以下

この項において「法」という。）に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

宇和島市、八幡

浜市、大洲市、

四国中央市、西

予市、久万高原

町、松前町、砥

部町、内子町、

伊方町及び愛南

町

３９ 商工会法（昭和３５年法律第８９号。以下

この項において「法」という。）に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

宇和島市

、大洲市、

四国中央市、西

予市、久万高原

町、松前町、砥

部町、内子町、

伊方町及び愛南

町

４０ 薬事法（昭和３５年法律第１４５号。以下こ

の項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～� 省略

�の２ 法第８条の２第１項の規定に基

保健所を設置す

る市

４０ 薬事法（昭和３５年法律第１４５号。以下こ

の項において「法」という。）及び法の

施行のための規則に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～� 省略

保健所を設置す

る市
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づく薬局に関する情報の報告の受理に

関する事務

�の３ 法第８条の２第２項の規定に基

づく薬局に関する情報の変更の報告の

受理に関する事務

�の４ 法第８条の２第４項の規定に基

づく薬局に関する情報の報告内容の確

認に係る情報提供の要求に関する事務

�～� 省略

�の２ 法第７２条の３の規定に基づく薬

局に関する情報の報告等の命令に関す

る事務

�～� 省略

�～� 省略

�～� 省略

４０の２ 省略 ４０の２ 省略

４０の３ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律

第１９１号。以下この項において「法」とい

う。）及び法の施行のための規則に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

今治市、宇和島

市、八幡浜市、

新居浜市、西条

市、大洲市、四

国中央市及び西

予市

４０の３ 宅地造成等規制法（昭和３６年法律

第１９１号。以下この項において「法」とい

う。）及び法の施行のための規則に基づ

く事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

今治市、宇和島

市 、

新居浜市、西条

市、大洲市、四

国中央市及び西

予市

４１～４９の２ 省略 ４１～４９の２ 省略

５０ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以

下この項において「法」という。）及び

法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの

�～� 省略

今治市、宇和島

市、八幡浜市、

新居浜市、西条

市、大洲市、四

国中央市及び西

予市

５０ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以

下この項において「法」という。）及び

法の施行のための規則に基づく事務のう

ち、次に掲げるもの

�～� 省略

今治市、宇和島

市 、

新居浜市、西条

市、大洲市、四

国中央市及び西

予市

５０の２ 省略 ５０の２ 省略

５１ 都 市 計 画 法（以 下 こ の 項 に お い て

「法」という。）及び法の施行のための

規則に基づく事務のうち、次に掲げるも

の

�～� 省略

伊 予 市、東 温

市、上島町、久

万高原町、松前

町、砥部町、内

子町、伊方町、

松野町、鬼北町

及び愛南町

５１ 都 市 計 画 法（以 下 こ の 項 に お い て

「法」という。）及び法の施行のための

規則に基づく事務のうち、次に掲げるも

の

�～� 省略

各 市 町（中 核

市、今治市、宇

和島市、新居浜

市、西条市、大

洲市、四国中央

市及び西予市を

除く。）

５２～５６の２ 省略 ５２～５６の２ 省略

５６の３ 中小小売商業振興法（昭和４８年法

律第１０１号。以下この項において「法」と

いう。）に基づく事務のうち、次に掲げ

るもの

�～	 省略

宇和島市、八幡

浜市、大洲市、

西予市、久万高

原町、松前町、

砥 部 町、内 子

町、伊方町及び

愛南町

５６の３ 中小小売商業振興法（昭和４８年法

律第１０１号。以下この項において「法」と

いう。）に基づく事務のうち、次に掲げ

るもの

�～	 省略

宇和島市

、大洲市、

西予市、久万高

原町、松前町、

砥 部 町、内 子

町、伊方町及び

愛南町

５６の４～５６の６ 省略 ５６の４～５６の６ 省略

５６の７ 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。

以下この項において「法」という。）に

基づく事務のうち、次に掲げるもの

�～
 省略

今治市、宇和島

市、八幡浜市、

大 洲 市、伊 予

市、西予市、上

島町、内子町、

伊 方 町、松 野

町、鬼北町及び

５６の７ 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号。

以下この項において「法」という。）に

基づく事務のうち、次に掲げるもの

�～
 省略

今治市、宇和島

市、八幡浜市、

大 洲 市

、西予市、上

島町、内子町、

伊 方 町

、鬼北町及び
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愛南町 愛南町

５７～６２ 省略 ５７～６２ 省略

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、別表２６の２の項の改正規定は、同年８月２３日から施行する。

�愛媛県条例第１１号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１～５ 省略

６ その他の手数料

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１～５ 省略

６ その他の手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～５４の２ 省略 １～５４の２ 省略

５４の３ 土壌汚染対策法第２２条第

４項の規定に基づく汚染土壌処

理業の許可の更新の申請に対す

る審査

汚染土壌処

理業許可更

新申請手数

料

２２４，０００円

５４の４ 土壌汚染対策法第２３条第

１項の規定に基づく汚染土壌処

理業の許可に係る事項の変更の

許可の申請に対する審査

汚染土壌処

理業変更許

可申請手数

料

２２２，０００円

５５～６４ 省略 ５５～６４ 省略

備考 省略 備考 省略

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１２号
愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例（平成２１年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 県内の厳しい雇用情勢に対処し、失業した派遣労働者、中

高年齢者等に対する短期の雇用及び就業の機会の創出並びに生活

及び就労の相談の総合的な実施並びに失業して住居を失った生活

困窮者等に対する就業等のための生活、就労、住宅の確保等の支

（設置）

第１条 県内の厳しい雇用情勢に対処し、失業した派遣労働者、中

高年齢者等に対する短期の雇用及び就業の機会の創出並びに生活

及び就労の相談の総合的な実施
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援を図るために要する経費の財源に充てるため、緊急雇用創出事

業臨時特例基金（以下「基金」という。）を設置する。

を図るために要する経費の財源に充てるため、緊急雇用創出事

業臨時特例基金（以下「基金」という。）を設置する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１３号
公立大学法人愛媛県立医療技術大学の重要な財産を定める条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の重要な財産を定める条例

公立大学法人愛媛県立医療技術大学に係る地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第４４条第１項の条例で定める重要な財産は、予

定価格（適正な対価を得てする売払い以外の方法により譲渡し、又は担保に供しようとする場合にあっては、その適正な見積価額）が

７，０００万円以上の不動産（土地については、信託しようとする場合を除き、その面積が１件２万平方メートル以上のものに限る。）若しく

は動産又は不動産の信託の受益権とする。

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１４号
公立大学法人愛媛県立医療技術大学への職員の引継ぎに関する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

公立大学法人愛媛県立医療技術大学への職員の引継ぎに関する条例

公立大学法人愛媛県立医療技術大学への職員の引継ぎに係る地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第５９条第２項に規定する条例

で定める県の内部組織は、公立大学法人愛媛県立医療技術大学の設立に伴う関係条例の整備に関する条例（平成２２年愛媛県条例第１３号）第

１条の規定による廃止前の愛媛県立医療技術大学条例（平成１５年愛媛県条例第６２号）第１条の愛媛県立医療技術大学（事務局及び図書館を

除く。）とする。

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１５号
公立大学法人愛媛県立医療技術大学の設立に伴う関係条例の整備に関する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の設立に伴う関係条例の整備に関する条例

（愛媛県立医療技術大学条例の廃止）

第１条 愛媛県立医療技術大学条例（平成１５年愛媛県条例第６２号）は、廃止する。

（職員の分限に関する条例の一部改正）

第２条 職員の分限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第２条 省略

（休職の事由）

第２条 任命権者は、愛媛県立医療技術大学の学長、学部長、教

授、准教授、講師（常時勤務する者に限る。）及び助教並びに助

手が学校、研究所、病院その他人事委員会の指定する公共的施設

において、その職務に関連があると認められる学術に関する事項

の調査、研究又は指導に従事する場合（外国の地方公共団体の機

関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条

例第４号）第２条第１項の規定による派遣の場合を除く。）に

は、これらを休職にすることができる。

第３条 省略
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（休職の効果）

第３条 省略

２ 任命権者は、前項 の規定による休職の期間中であつても、そ

の事由が消滅したと認められるときは、速やかに復職を命じなけ

ればならない。

３ 省略

第４条 省略

第５条 省略

（休職の効果）

第４条 省略

２ 第２条の規定に該当する場合における休職の期間は、３年を超

えない範囲内において、必要に応じ、個々の場合について、任命

権者が定める。

３ 任命権者は、前２項の規定による休職の期間中であつても、そ

の事由が消滅したと認められるときは、速やかに復職を命じなけ

ればならない。

４ 省略

第５条 省略

第６条 省略

（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第３条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２条

第１項に規定する教育公務員（ 専門的教育

職員を除く。）並びに公立学校の実習助手及び寄宿舎指導員には

適用しない。

附 則

２ この条例は、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２条

第１項に規定する教育公務員（大学に勤務する者及び専門的教育

職員を除く。）並びに公立学校の実習助手及び寄宿舎指導員には

適用しない。

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第４条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給料表）

第３条 給料表の種類は、次に掲げるとおりとし、各給料表の適用

範囲は、それぞれ当該給料表に定めるところによる。

�～� 省略

２～４ 省略

（初任給調整手当）

第１８条の４ 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当

該各号に掲げる額を超えない範囲内の額を、第１号及び第２号

に掲げる職に係るものにあつては採用の日から３５年以内、第３

号に掲げる職に係るものにあつては採用の日から１０年以内、第４

号に掲げる職に係るものにあつては採用の日から５年以内の期

間、採用の日（第１号及び第２号 に掲げる職に係るものにあ

つては、採用の日から人事委員会規則で定める期間を経過した

日）から１年を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当

として支給する。

� 省略

� 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用に

よる欠員の補充が困難であると認められる職（前号 に掲げる

職を除く。）で人事委員会規則で定めるもの 月額５０，０００円

� 省略

（給料表）

第３条 給料表の種類は、次に掲げるとおりとし、各給料表の適用

範囲は、それぞれ当該給料表に定めるところによる。

�～� 省略

� 大学教育職員給料表（別表第５）

２～４ 省略

（初任給調整手当）

第１８条の４ 次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当

該各号に掲げる額を超えない範囲内の額を、第１号から第３号ま

でに掲げる職に係るものにあつては採用の日から３５年以内、第４

号に掲げる職に係るものにあつては採用の日から１０年以内、第５

号に掲げる職に係るものにあつては採用の日から５年以内の期

間、採用の日（第１号から第３号までに掲げる職に係るものにあ

つては、採用の日から人事委員会規則で定める期間を経過した

日）から１年を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当

として支給する。

� 省略

� 大学教育職員給料表の適用を受ける職員の職のうち医学に関

する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困

難であると認められる職で人事委員会規則で定めるもの 月額

３０６，９００円

� 医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用に

よる欠員の補充が困難であると認められる職（前２号に掲げる

職を除く。）で人事委員会規則で定めるもの 月額５０，０００円

� 省略
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� 前３号に掲げる職以外の職のうち特殊な専門的知識を必要と

し、かつ、採用による欠員の補充について特別の事情があると

認められる職で人事委員会規則で定めるもの 月額２，５００円

２・３ 省略

（休職者の給与）

第２１条 省略

２～４ 省略

５ 第２項又は第３項 に規定する職員が、当該各項に規定す

る期間内で第１９条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職

し、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第

４項の規定により失職し、又は死亡したときは、第１９条第１項の

規定により人事委員会規則で定める日に、当該各項の例による額

の期末手当を支給することができる。ただし、人事委員会規則で

定める職員については、この限りでない。

６ 前項の規定の適用を受ける職員の期末手当の支給については、

第１９条の２及び第１９条の３の規定を準用する。この場合におい

て、第１９条の２中「前条第１項」とあるのは、「第２１条第５項」

と読み替えるものとする。

７ 省略

� 前各号に掲げる職以外の職のうち特殊な専門的知識を必要と

し、かつ、採用による欠員の補充について特別の事情があると

認められる職で人事委員会規則で定めるもの 月額２，５００円

２・３ 省略

（休職者の給与）

第２１条 省略

２～４ 省略

５ 職員が職員の分限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号）

第２条に規定する事由に該当して休職にされたときは、その休職

の期間中、これに給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末

手当のそれぞれ１００分の７０以内を支給することができる。

６ 第２項、第３項又は前項に規定する職員が、当該各項に規定す

る期間内で第１９条第１項に規定する基準日前１箇月以内に退職

し、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第

４項の規定により失職し、又は死亡したときは、第１９条第１項の

規定により人事委員会規則で定める日に、当該各項の例による額

の期末手当を支給することができる。ただし、人事委員会規則で

定める職員については、この限りでない。

７ 前項の規定の適用を受ける職員の期末手当の支給については、

第１９条の２及び第１９条の３の規定を準用する。この場合におい

て、第１９条の２中「前条第１項」とあるのは、「第２１条第６項」

と読み替えるものとする。

８ 省略

別表第５（第３条関係）

大 学 教 育 職 員 給 料 表

職員

の区

分

職務

の級
１級 ２級 ３級 ４級

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額

円 円 円 円

１ ２０５，４７９ ２６６，５４１ ３１７，５５９ ４０９，７５４

２ ２０７，６８９ ２６９，６５４ ３２０，９７４ ４１２，２６５

３ ２０９，８９８ ２７２，７６７ ３２４，４８９ ４１４，７７５

４ ２１２，１０８ ２７５，８８１ ３２８，００４ ４１７，２８６

５ ２１４，２１７ ２７８，９９４ ３３１，６１９ ４１９，８９７

６ ２１６，４２６ ２８１，８０６ ３３５，１３４ ４２２，４０８

７ ２１８，６３６ ２８４，６１８ ３３８，６４９ ４２４，９１９

８ ２２０，８４５ ２８７，３３０ ３４２，１６５ ４２７，４３０

９ ２２３，１５５ ２９０，１４２ ３４５，７８０ ４２９，７３９

１０ ２２５，５６５ ２９３，０５４ ３４９，０９４ ４３２，２５０

１１ ２２７，９７６ ２９５，９６７ ３５２，４０８ ４３４，７６１

１２ ２３０，３８６ ２９８，８７９ ３５５，７２３ ４３７，２７２

１３ ２３２，６９６ ３０１，４９０ ３５９，０３７ ４３９，５８２

１４ ２３５，１０６ ３０４，１０２ ３６１，５４８ ４４１，８９２

１５ ２３７，５１６ ３０６，６１２ ３６４，１５９ ４４４，３０２

１６ ２３９，９２７ ３０９，１２３ ３６６，７７０ ４４６，７１２
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１７ ２４２，１３６ ３１１，５３３ ３６９，４８１ ４４９，２２３

１８ ２４５，２５０ ３１４，３４５ ３７１，７９１ ４５１，６３３

１９ ２４８，３６３ ３１７，１５７ ３７４，１０１ ４５４，０４４

２０ ２５１，４７６ ３１９，９６９ ３７６，４１１ ４５６，４５４

２１ ２５４，５９０ ３２２，５８１ ３７８，６２１ ４５８，９６５

２２ ２５７，７０３ ３２５，３９３ ３８０，７３０ ４６１，３７５

２３ ２６０，８１６ ３２８，２０５ ３８２，８３９ ４６３，７８５

２４ ２６３，９３０ ３３１，０１７ ３８４，９４８ ４６６，１９６

２５ ２６６，９４２ ３３３，５２８ ３８６，９５６ ４６８，７０６

２６ ２６９，９５５ ３３６，０３８ ３８８，８６４ ４７１，１１７

２７ ２７２，９６８ ３３８，５４９ ３９０，７７３ ４７３，５２７

２８ ２７５，９８１ ３４１，０６０ ３９２，６８１ ４７５，９３７

２９ ２７８，９９４ ３４３，４７０ ３９４，６８９ ４７８，３４８

３０ ２８１，７０６ ３４５，６８０ ３９６，４９７ ４８０，７５８

３１ ２８４，４１７ ３４７，８８９ ３９８，３０５ ４８３，０６８

３２ ２８７，１２９ ３５０，０９８ ４００，１１３ ４８５，４７８

３３ ２８９，７４０ ３５２，４０８ ４０１，９２０ ４８７，８８８

３４ ２９２，６５３ ３５４，７１８ ４０３，７２８ ４９０，１９８

３５ ２９５，４６５ ３５７，０２８ ４０５，５３６ ４９２，５０８

３６ ２９８，２７７ ３５９，３３８ ４０７，３４４ ４９４，８１８

３７ ３０１，０８９ ３６１，４４７ ４０８，９５０ ４９７，１２８

３８ ３０３，３９９ ３６３，５５６ ４１０，６５８ ４９９，１３７

３９ ３０５，７０８ ３６５，６６５ ４１２，３６５ ５０１，１４５

４０ ３０８，０１８ ３６７，６７４ ４１４，０７２ ５０３，１５４

４１ ３１０，２２８ ３６９，６８２ ４１５，７８０ ５０５，２６３

４２ ３１１，４３３ ３７１，５９１ ４１７，４８７ ５０７，１７１

４３ ３１２，６３８ ３７３，４９９ ４１９，１９４ ５０９，０７９

４４ ３１３，８４３ ３７５，４０７ ４２０，９０２ ５１０，９８７

４５ ３１４，９４８ ３７７，４１５ ４２２，４０８ ５１２，９９６

４６ ３１６，１５３ ３７９，２２３ ４２４，０１５ ５１４，９０４

４７ ３１７，３５８ ３８１，０３１ ４２５，６２２ ５１６，８１２

４８ ３１８，５６３ ３８２，８３９ ４２７，２２９ ５１８，７２０

４９ ３１９，５６８ ３８４，７４７ ４２８，８３６ ５２０，７２９

５０ ３２０，６７２ ３８６，５５５ ４３０，１４１ ５２２，５３７

５１ ３２１，７７７ ３８８，３６２ ４３１，４４７ ５２４，４４５
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５２ ３２２，８８２ ３９０，１７０ ４３２，７５２ ５２６，３５３

５３ ３２４，０８７ ３９１，７７７ ４３３，９５８ ５２８，３６２

５４ ３２５，１９２ ３９３，３８４ ４３５，０６２ ５３０，０６９

５５ ３２６，２９７ ３９４，９９１ ４３６，１６７ ５３１，７７６

５６ ３２７，４０１ ３９６，５９８ ４３７，２７２ ５３３，４８４

５７ ３２８，５０６ ３９８，００４ ４３８，４７７ ５３５，２９１

５８ ３２９，６１１ ３９９，５１０ ４３９，５８２ ５３６，５９７

５９ ３３０，７１５ ４０１，０１６ ４４０，６８６ ５３７，９０３

６０ ３３１，７２０ ４０２，５２３ ４４１，６９１ ５３９，２０８

６１ ３３２，８２５ ４０３，９２９ ４４２，７９５ ５４０，５１４

６２ ３３３，９２９ ４０５，４３５ ４４３，９００ ５４１，５１８

６３ ３３５，０３４ ４０６，９４２ ４４５，００５ ５４２，５２２

再任 ６４ ３３６，１３９ ４０８，４４８ ４４６，１１０ ５４３，５２７

用職

員以 ６５ ３３７，１４３ ４０９，８５４ ４４７，１１４ ５４４，３３０

外の ６６ ３３８，２４８ ４１１，０５９ ４４８，１１８ ５４５，２３４

職員 ６７ ３３９，３５２ ４１２，２６５ ４４９，１２２ ５４６，１３８

６８ ３４０，４５７ ４１３，４７０ ４５０，１２７ ５４７，０４２

６９ ３４１，４６２ ４１４，６７５ ４５１，２３１ ５４７，９４６

７０ ３４２，５６６ ４１５，６７９ ４５２，２３６ ５４８，８４９

７１ ３４３，６７１ ４１６，６８４ ４５３，２４０ ５４９，７５３

７２ ３４４，７７６ ４１７，６８８ ４５４，２４４ ５５０，６５７

７３ ３４５，６８０ ４１８，６９２ ４５５，３４９ ５５１，５６１

７４ ３４６，６８４ ４１９，５９６ ４５６，３５３ ５５２，４６５

７５ ３４７，６８８ ４２０，３９９ ４５７，３５８ ５５３，３６９

７６ ３４８，６９２ ４２１，３０３ ４５８，３６２ ５５４，２７３

７７ ３４９，７９７ ４２２，００６ ４５９，３６６ ５５５，１７７

７８ ３５０，８０１ ４２２，６０９ ４６０，０６９

７９ ３５１，８０６ ４２３，２１２ ４６０，７７２

８０ ３５２，８１０ ４２３，８１４ ４６１，４７５

８１ ３５３，８１４ ４２４，４１７ ４６２，２７９

８２ ３５４，８１９ ４２５，０１９ ４６２，９８２

８３ ３５５，８２３ ４２５，６２２ ４６３，６８５

８４ ３５６，８２７ ４２６，２２４ ４６４，３８８

８５ ３５７，７３１ ４２６，７２７ ４６４，８９０

８６ ３５８，４３４ ４２７，３２９ ４６５，５９３
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８７ ３５９，１３７ ４２７，９３２ ４６６，２９６

８８ ３５９，８４０ ４２８，５３４ ４６６，９９９

８９ ３６０，６４４ ４２９，０３６ ４６７，５０１

９０ ３６１，２４６ ４２９，６３９

９１ ３６１，８４９ ４３０，２４２

９２ ３６２，４５１ ４３０，８４４

９３ ３６３，０５４ ４３１，２４６

９４ ３６３，５５６ ４３１，７４８

９５ ３６４，０５８ ４３２，２５０

９６ ３６４，５６０ ４３２，７５２

９７ ３６５，１６３ ４３３，３５５

９８ ３６５，６６５ ４３３，８５７

９９ ３６６，１６７ ４３４，３５９

１００ ３６６，６６９ ４３４，８６１

１０１ ３６７，１７２ ４３５，４６４

１０２ ３６７，６７４ ４３５，９６６

１０３ ３６８，１７６ ４３６，４６８

１０４ ３６８，６７８ ４３６，９７０

１０５ ３６９，２８１ ４３７，５７３

１０６ ３６９，７８３

１０７ ３７０，２８５

１０８ ３７０，７８７

１０９ ３７１，３９０

１１０ ３７１，８９２

１１１ ３７２，３９４

１１２ ３７２，８９６

１１３ ３７３，４９９

１１４ ３７４，００１

１１５ ３７４，５０３

１１６ ３７５，００５

１１７ ３７５，５０７

１１８ ３７６，００９

１１９ ３７６，５１２

１２０ ３７７，０１４

１２１ ３７７，５１６
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１２２ ３７８，０１８

１２３ ３７８，５２０

１２４ ３７９，０２２

１２５ ３７９，５２４

１２６ ３８０，０２７

１２７ ３８０，５２９

１２８ ３８１，０３１

１２９ ３８１，５３３

再任

用職

員

２８７，９３２ ３００，２８５ ３２２，９８２ ４０９，７５４

備考 この表は、愛媛県立医療技術大学に勤務する学長、学部

長、教授、准教授、講師、助教及び助手に適用する。

（教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第５条 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭、主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、講師（

常時勤務の者 及び第７条の２第２項に

規定する短時間勤務教育職員である者 に限る。）、養護助教

諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県においてその給与

を支給している者をいう。

（定義）

第２条 この条例において「教育職員」とは、公立学校の校長、教

頭、主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、講師（大学

に勤務する者以外の者で常時勤務のもの及び第７条の２第２項に

規定する短時間勤務教育職員であるものに限る。）、養護助教

諭、実習助手及び寄宿舎指導員のうち、愛媛県においてその給与

を支給している者をいう。

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第６条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、主

幹教諭、教諭、助教諭、講師（ 常時

勤務の者 並びに第６条第１項に規定する再任用短時間勤務教育

職員及び任期付短時間勤務教育職員である者 に限る。）、養護

教諭、養護助教諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員をい

う。

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、主

幹教諭、教諭、助教諭、講師（大学に勤務する者以外の者で常時

勤務のもの並びに第６条第１項に規定する再任用短時間勤務教育

職員及び任期付短時間勤務教育職員であるものに限る。）、養護

教諭、養護助教諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員をい

う。

（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

第７条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給料月額の減額改定以外の理由により給料月額が減額されたこ

とがある場合の退職手当の基本額に係る特例）

第５条の２ 省略

２ 前項の「基礎在職期間」とは、その者に係る退職（この条例そ

（給料月額の減額改定以外の理由により給料月額が減額されたこ

とがある場合の退職手当の基本額に係る特例）

第５条の２ 省略

２ 前項の「基礎在職期間」とは、その者に係る退職（この条例そ
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の他の条例の規定により、この条例の規定による退職手当を支給

しないこととしている退職を除く。）の日以前の期間のうち、次

の各号に掲げる在職期間に該当するもの（当該期間中にこの条例

の規定による退職手当の支給を受けたこと又は第７条第５項に規

定する職員以外の地方公務員等、同項第４号 に規定する特

定一般地方独立行政法人等職員若しくは第８条の２第１項に規定

する県設立一般地方独立行政法人の役員として退職したことによ

り退職手当（これに相当する給与を含む。）の支給を受けたこと

がある場合におけるこれらの退職手当に係る退職の日以前の期間

及び第７条第７項の規定により職員としての引き続いた在職期間

の全期間が切り捨てられたこと又は第１２条第１項若しくは第１４条

第１項の規定により一般の退職手当等（一般の退職手当及び第９

条の規定による退職手当をいう。以下同じ。）の全部を支給しな

いこととする処分を受けたことにより一般の退職手当等の支給を

受けなかつたことがある場合における当該一般の退職手当等に係

る退職の日以前の期間（これらの退職の日に職員、第７条第５項

に規定する職員以外の地方公務員等、同項第４号 に規定する特

定一般地方独立行政法人等職員又は第８条の２第１項に規定する

県設立一般地方独立行政法人の役員となつたときは、当該退職の

日前の期間）を除く。）をいう。

�～� 省略

� 第８条の２第１項に規定する再び職員となつた者の同項に規

定する県設立一般地方独立行政法人の役員としての引き続いた

在職期間

� 第８条の２第２項に規定する場合における県設立一般地方独

立行政法人の役員としての引き続いた在職期間

� 省略

（退職手当の調整額）

第６条の４ 省略

２ 退職した者の基礎在職期間に第５条の２第２項第２号から第２１

号までに掲げる期間が含まれる場合における前項の規定の適用に

ついては、その者は、人事委員会規則で定めるところにより、当

該期間において職員として在職していたものとみなす。

３～５ 省略

第８条 省略

（県が設立した一般地方独立行政法人から復帰した職員等の在職

期間の計算）

第８条の２ 職員のうち、任命権者又はその委任を受けた者の要請

に応じ、引き続いて一般地方独立行政法人（退職手当（これに相

当する給与を含む。）に関する規程において、職員が任命権者又

はその委任を受けた者の要請に応じ、退職手当を支給されない

で、引き続いて当該一般地方独立行政法人の役員となつた場合

に、職員としての勤続期間を当該一般地方独立行政法人の役員と

しての勤続期間に通算することと定めている一般地方独立行政法

人で県が設立したものに限る。以下「県設立一般地方独立行政法

人」という。）の役員（常時勤務に服することを要しない者を除

く。以下この条及び第２０条第５項において同じ。）となるため退

職し、かつ、引き続き当該県設立一般地方独立行政法人の役員と

して在職した後引き続いて再び職員となつた者の第７条第１項の

規定による在職期間の計算については、先の職員としての在職期

間の始期から後の職員としての在職期間の終期までの期間は、職

員としての引き続いた在職期間とみなす。

２ 県設立一般地方独立行政法人の役員が、県設立一般地方独立行

の他の条例の規定により、この条例の規定による退職手当を支給

しないこととしている退職を除く。）の日以前の期間のうち、次

の各号に掲げる在職期間に該当するもの（当該期間中にこの条例

の規定による退職手当の支給を受けたこと又は第７条第５項に規

定する職員以外の地方公務員等若しくは同項第４号に規定する特

定一般地方独立行政法人等職員

として退職したことによ

り退職手当（これに相当する給与を含む。）の支給を受けたこと

がある場合におけるこれらの退職手当に係る退職の日以前の期間

及び同条第７項 の規定により職員としての引き続いた在職期間

の全期間が切り捨てられたこと又は第１２条第１項若しくは第１４条

第１項の規定により一般の退職手当等（一般の退職手当及び第９

条の規定による退職手当をいう。以下同じ。）の全部を支給しな

いこととする処分を受けたことにより一般の退職手当等の支給を

受けなかつたことがある場合における当該一般の退職手当等に係

る退職の日以前の期間（これらの退職の日に職員、第７条第５項

に規定する職員以外の地方公務員等又は同項第４号に規定する特

定一般地方独立行政法人等職員

となつたときは、当該退職の

日前の期間）を除く。）をいう。

�～� 省略

� 省略

（退職手当の調整額）

第６条の４ 省略

２ 退職した者の基礎在職期間に第５条の２第２項第２号から第１９

号までに掲げる期間が含まれる場合における前項の規定の適用に

ついては、その者は、人事委員会規則で定めるところにより、当

該期間において職員として在職していたものとみなす。

３～５ 省略

第８条 省略
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政法人の要請に応じ、引き続いて職員となるため退職し、かつ、

引き続いて職員となつた場合におけるその者の第７条第１項に規

定する職員としての引き続いた在職期間には、その者の県設立一

般地方独立行政法人の役員としての引き続いた在職期間（退職手

当（これに相当する給与を含む。）に関する規程において、県設

立一般地方独立行政法人の職員が引き続き当該県設立一般地方独

立行政法人の役員となつた場合に、当該県設立一般地方独立行政

法人の職員としての勤続期間を当該県設立一般地方独立行政法人

の役員としての勤続期間に通算することと定めているときにあつ

ては、その者が県設立一般地方独立行政法人の職員として在職し

た後引き続き県設立一般地方独立行政法人の役員として在職した

場合におけるその者の県設立一般地方独立行政法人の職員として

の引き続いた在職期間を含む。）を含むものとする。

３ 前２項の場合における県設立一般地方独立行政法人の役員とし

ての在職期間の計算については、第７条（第５項及び第６項を除

く。）の規定を準用して計算する。

（職員が退職した後に引き続き職員となつた場合等における退職

手当の不支給）

第２０条 省略

２～４ 省略

５ 職員が第８条の２第１項の規定に該当する退職をし、かつ、引

き続いて県設立一般地方独立行政法人の役員となつた場合又は同

条第２項の規定に該当する職員が退職し、かつ、引き続いて県設

立一般地方独立行政法人の役員となつた場合においては、人事委

員会規則で定める場合を除き、この条例の規定による退職手当

は、支給しない。

（職員が退職した後に引き続き職員となつた場合等における退職

手当の不支給）

第２０条 省略

２～４ 省略

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改正）

第８条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

�～� 省略

� 地方公務員法第２８条第２項各号のいずれかに掲げる事由

に該当して休職にされ、又は同法第２９条第

１項各号のいずれかに掲げる事由に該当して停職にされている

職員その他の同法第３５条に規定する法律又は条例の特別の定め

に基づき職務に専念する義務を免除されている職員

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

�～� 省略

� 地方公務員法第２８条第２項各号のいずれかに掲げる事由若し

くは職員の分限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号）第

２条に規定する事由に該当して休職にされ、又は同法第２９条第

１項各号のいずれかに掲げる事由に該当して停職にされている

職員その他の同法第３５条に規定する法律又は条例の特別の定め

に基づき職務に専念する義務を免除されている職員

（愛媛県学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部改正）

第９条 愛媛県学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第２５号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において「実施機関」とは、県立大学の学校医等

に関しては知事を、その他の学校医等に関しては教育委員会をい
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（通知）

第２条 学校医等の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。）が

公務上のものであるときは、教育委員会は、補償を受けるべき者

に対して、その者が法によつて権利を有する旨を速やかに通知し

なければならない。

第３条 省略

（報告、出頭等）

第４条 教育委員会は、補償の実施のため必要があると認めるとき

は、補償を受け、若しくは受けようとする者又はその他の関係人

に対して、報告をさせ、文書その他の物件を提出させ、出頭を命

じ、又は医師の診断若しくは検案を受けさせることができる。

（委任）

第５条 この条例の実施に関し必要な事項は、

教育委員会が定

める。

う。

（通知）

第３条 学校医等の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。）が

公務上のものであるときは、実施機関 は、補償を受けるべき者

に対して、その者が法によつて権利を有する旨を速やかに通知し

なければならない。

第４条 省略

（報告、出頭等）

第５条 実施機関 は、補償の実施のため必要があると認めるとき

は、補償を受け、若しくは受けようとする者又はその他の関係人

に対して、報告をさせ、文書その他の物件を提出させ、出頭を命

じ、又は医師の診断若しくは検案を受けさせることができる。

（委任）

第６条 この条例の実施に関し必要な事項は、県立大学の学校医等

に関しては知事が、その他の学校医等に関しては教育委員会が定

める。

（愛媛県情報公開条例の一部改正）

第１０条 愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章・第２章 省略

第３章 不服申立て等

第１節 諮問等（第１８条―第２２条）

第２節 愛媛県情報公開・個人情報保護審査会（第２３条―第３１

条）

第４章 補則（第３２条―第３９条）

附則

（定義）

第２条 この条例において「実施機関」とは、次に掲げる県の機関

及び県が設立した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成

１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人を

いう。以下同じ。）をいう。

�～� 省略

２ この条例において「公文書」とは、実施機関の職員（県が設立

した地方独立行政法人の役員を含む。以下同じ。）が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職

員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているも

のをいう。ただし、次に掲げるものを除く。

�・� 省略

（公開請求の手続）

第６条 前条の規定による公開の請求（以下「公開請求」とい

う。）は、次に掲げる事項を記載した書面（以下「公開請求書」

という。）を実施機関に提出してしなければならない。

�・� 省略

� その他実施機関（議会にあっては、議長。次項、第１１条から

第１３条まで、第１５条、第１６条及び第３８条において同じ。）が定

める事項

２ 省略

目次

第１章・第２章 省略

第３章 不服申立て等

第１節 諮問等（第１８条―第２１条）

第２節 愛媛県情報公開・個人情報保護審査会（第２２条―第３０

条）

第４章 補則（第３１条―第３８条）

附則

（定義）

第２条 この条例において「実施機関」とは、次に掲げる県の機関

をいう。

�～� 省略

２ この条例において「公文書」とは、実施機関の職員

が職務上作成

し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職

員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているも

のをいう。ただし、次に掲げるものを除く。

�・� 省略

（公開請求の手続）

第６条 前条の規定による公開の請求（以下「公開請求」とい

う。）は、次に掲げる事項を記載した書面（以下「公開請求書」

という。）を実施機関に提出してしなければならない。

�・� 省略

� その他実施機関（議会にあっては、議長。次項、第１１条から

第１３条まで、第１５条、第１６条及び第３７条において同じ。）が定

める事項

２ 省略
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（公文書の公開義務等）

第７条 省略

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されて

いる公文書については、公開しないものとする。

� 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報

を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他

の情報と照合することにより、特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別すること

はできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害

するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア・イ 省略

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０

号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法（平成１１年法律第１０３号）第２条第２項に規定する特定独

立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独

立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年

法律第１４０号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をい

う。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立

行政法人

の役員及び職員をいう。）である場合において、当該

情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報の

うち、当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容

に係る部分（当該公務員等の氏名に係る情報にあっては、公

にすることにより、当該公務員等の権利利益を不当に害する

おそれがある場合又は当該公務員等が、そのおそれがあるも

のとして公安委員会規則で定める職にある警察職員である場

合の当該情報を除く。）

�～� 省略

（第三者の意見の聴取等）

第１５条 公開請求に係る公文書に国、独立行政法人等、他の地方公

共団体、地方独立行政法人（県が設立したものを除く。）及び公

開請求者以外のもの（以下「第三者」という。）に関する情報が

記録されているときは、実施機関は、公開決定等をするに当たっ

て、当該情報に係る第三者に対し、公開請求に係る公文書の表示

その他実施機関が定める事項を通知して、その意見を聴くことが

できる。

２・３ 省略

第１節 諮問等

（県が設立した地方独立行政法人に対する異議申立て）

第１８条 県が設立した地方独立行政法人がした公開決定等又は当該

地方独立行政法人に対する公開請求に係る不作為について不服が

ある者は、当該地方独立行政法人に対し、行政不服審査法（昭和

３７年法律第１６０号）による異議申立てをすることができる。

（不服申立てがあった場合の審査会への諮問）

第１９条 実施機関（議会を除く。次条及び第２１条において同じ。）

は、公開決定等について行政不服審査法

による不服申立てがあったときは、次の各号のいずれかに該

当する場合を除き、愛媛県情報公開・個人情報保護審査会に諮問

しなければならない。

� 省略

（公文書の公開義務等）

第７条 省略

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されて

いる公文書については、公開しないものとする。

� 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報

を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他

の情報と照合することにより、特定の個人を識別することがで

きることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別すること

はできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害

するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア・イ 省略

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０

号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則

法（平成１１年法律第１０３号）第２条第２項に規定する特定独

立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独

立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年

法律第１４０号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をい

う。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立

行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第

２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同

じ。）の役員及び職員をいう。）である場合において、当該

情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報の

うち、当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容

に係る部分（当該公務員等の氏名に係る情報にあっては、公

にすることにより、当該公務員等の権利利益を不当に害する

おそれがある場合又は当該公務員等が、そのおそれがあるも

のとして公安委員会規則で定める職にある警察職員である場

合の当該情報を除く。）

�～� 省略

（第三者の意見の聴取等）

第１５条 公開請求に係る公文書に国、独立行政法人等、他の地方公

共団体、地方独立行政法人 及び公

開請求者以外のもの（以下「第三者」という。）に関する情報が

記録されているときは、実施機関は、公開決定等をするに当たっ

て、当該情報に係る第三者に対し、公開請求に係る公文書の表示

その他実施機関が定める事項を通知して、その意見を聴くことが

できる。

２・３ 省略

第１節 諮問等

（不服申立てがあった場合の審査会への諮問）

第１８条 実施機関（議会を除く。次条及び第２０条において同じ。）

は、公開決定等について行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０

号）による不服申立てがあったときは、次の各号のいずれかに該

当する場合を除き、愛媛県情報公開・個人情報保護審査会に諮問

しなければならない。

� 省略
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� 裁決又は決定で、不服申立てに係る公開決定等（公開請求に

係る公文書の全部を公開する旨の決定を除く。以下この号及び

第２２条において同じ。）を取り消し又は変更し、当該不服申立

てに係る公文書の全部を公開することとするとき。ただし、当

該公開決定等について第三者の反対の意思が表示されていると

きを除く。

第２０条 省略

（不服申立てに対する裁決又は決定）

第２１条 実施機関は、第１９条の規定による諮問に対する答申があっ

たときは、これを尊重して、速やかに、当該不服申立てに対する

裁決又は決定を行わなければならない。

第２２条 省略

（設置等）

第２３条 第１９条の規定による諮問に応じて不服申立てについて調査

審議させ、及び愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第

４１号。以下「個人情報保護条例」という。）第４１条の規定による

諮問に応じて不服申立てについて行う調査審議その他個人情報保

護条例の規定によりその権限に属することとされた事項を行わせ

るため、愛媛県情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」

という。）を置く。

２～６ 省略

（審査会の調査権限）

第２４条 審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関（個

人情報保護条例第４２条に規定する諮問実施機関を含む。以下同

じ。）に対し、公開決定等又は開示決定等（個人情報保護条例第

２２条第１項に規定する開示決定等をいう。以下同じ。）、訂正決

定等（個人情報保護条例第３３条第１項に規定する訂正決定等をい

う。以下同じ。）若しくは利用停止決定等（個人情報保護条例第

４０条に規定する利用停止決定等をいう。以下同じ。）に係る公文

書の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、

審査会に対し、その提示された公文書の公開又は開示を求めるこ

とができない。

２～４ 省略

第２５条 省略

第２６条 省略

（委員による調査手続）

第２７条 審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員

に、第２４条第１項の規定により提示された公文書を閲覧させ、同

条第４項の規定による調査をさせ、又は第２５条第１項本文の規定

による不服申立人等の意見の陳述を聴かせることができる。

（意見書等の送付）

第２８条 審査会は、第２４条第４項又は第２６条の規定により不服申立

人等から意見書又は資料の提出があったときは、第三者の利益を

害するおそれがあると認めるときその他正当な理由があるときを

除き、不服申立人等（当該意見書又は資料を提出したものを除

く。）に対し、当該意見書又は資料の写しを送付しなければなら

ない。

第２９条 省略

第３０条 省略

第３１条 省略

第３２条 省略

第３３条 省略

第３４条 省略

� 裁決又は決定で、不服申立てに係る公開決定等（公開請求に

係る公文書の全部を公開する旨の決定を除く。以下この号及び

第２１条において同じ。）を取り消し又は変更し、当該不服申立

てに係る公文書の全部を公開することとするとき。ただし、当

該公開決定等について第三者の反対の意思が表示されていると

きを除く。

第１９条 省略

（不服申立てに対する裁決又は決定）

第２０条 実施機関は、第１８条の規定による諮問に対する答申があっ

たときは、これを尊重して、速やかに、当該不服申立てに対する

裁決又は決定を行わなければならない。

第２１条 省略

（設置等）

第２２条 第１８条の規定による諮問に応じて不服申立てについて調査

審議させ、及び愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第

４１号。以下「個人情報保護条例」という。）第４０条の規定による

諮問に応じて不服申立てについて行う調査審議その他個人情報保

護条例の規定によりその権限に属することとされた事項を行わせ

るため、愛媛県情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」

という。）を置く。

２～６ 省略

（審査会の調査権限）

第２３条 審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関（個

人情報保護条例第４１条に規定する諮問実施機関を含む。以下同

じ。）に対し、公開決定等又は開示決定等（個人情報保護条例第

２２条第１項に規定する開示決定等をいう。以下同じ。）、訂正決

定等（個人情報保護条例第３３条第１項に規定する訂正決定等をい

う。以下同じ。）若しくは利用停止決定等（個人情報保護条例第

４０条に規定する利用停止決定等をいう。以下同じ。）に係る公文

書の提示を求めることができる。この場合においては、何人も、

審査会に対し、その提示された公文書の公開又は開示を求めるこ

とができない。

２～４ 省略

第２４条 省略

第２５条 省略

（委員による調査手続）

第２６条 審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員

に、第２３条第１項の規定により提示された公文書を閲覧させ、同

条第４項の規定による調査をさせ、又は第２４条第１項本文の規定

による不服申立人等の意見の陳述を聴かせることができる。

（意見書等の送付）

第２７条 審査会は、第２３条第４項又は第２５条の規定により不服申立

人等から意見書又は資料の提出があったときは、第三者の利益を

害するおそれがあると認めるときその他正当な理由があるときを

除き、不服申立人等（当該意見書又は資料を提出したものを除

く。）に対し、当該意見書又は資料の写しを送付しなければなら

ない。

第２８条 省略

第２９条 省略

第３０条 省略

第３１条 省略

第３２条 省略

第３３条 省略
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第３５条 省略

第３６条 省略

第３７条 省略

第３８条 省略

（罰則）

第３９条 第２３条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年

以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

第３４条 省略

第３５条 省略

第３６条 省略

第３７条 省略

（罰則）

第３８条 第２２条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年

以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

（愛媛県個人情報保護条例の一部改正）

第１１条 愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章 省略

第２章 実施機関が取り扱う個人情報の保護

第１節・第２節 省略

第３節 不服申立て（第４０条―第４４条）

第４節 苦情の処理（第４５条）

第５節 他の制度との調整等（第４６条）

第３章 補則（第４７条―第５３条）

附則

（目的）

第１条 この条例は、個人の人格尊重の理念にのっとり、個人情報

の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めるとともに、県の

機関及び県が設立した地方独立行政法人（地方独立行政法人法

（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政

法人をいう。以下同じ。）が保有する個人情報の開示、訂正及び

利用停止を求める権利を明らかにすることにより、県政の適正か

つ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的

とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

� 実施機関 知事、議会、公営企業管理者、教育委員会、選挙

管理委員会、人事委員会、監査委員、公安委員会、警察本部

長、労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会及び内水面

漁場管理委員会並びに県が設立した地方独立行政法人をいう。

�～� 省略

（個人情報取扱事務の登録及び閲覧）

第７条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取

扱事務」という。）について、次に掲げる事項を記載した個人情

報取扱事務登録簿（以下「登録簿」という。）を備え、一般の閲

覧に供しなければならない。

�～� 省略

� その他実施機関（議会にあっては、議長。第３項第４号、第

２１条から第２３条まで、第２５条、第２６条、第３０条第１項第５号、

第３２条から第３５条まで、第３７条第１項第５号及び第４９条 にお

いて同じ。）が定める事項

２ 省略

３ 前２項の規定は、次に掲げる個人情報取扱事務については、適

用しない。

� 県の職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第

目次

第１章 省略

第２章 実施機関が取り扱う個人情報の保護

第１節・第２節 省略

第３節 不服申立て（第４０条―第４３条）

第４節 苦情の処理（第４４条）

第５節 他の制度との調整等（第４５条）

第３章 補則（第４６条―第５２条）

附則

（目的）

第１条 この条例は、個人の人格尊重の理念にのっとり、個人情報

の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めるとともに、県の

機関

が保有する個人情報の開示、訂正及び

利用停止を求める権利を明らかにすることにより、県政の適正か

つ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的

とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

� 実施機関 知事、議会、公営企業管理者、教育委員会、選挙

管理委員会、人事委員会、監査委員、公安委員会、警察本部

長、労働委員会、収用委員会、海区漁業調整委員会及び内水面

漁場管理委員会 をいう。

�～� 省略

（個人情報取扱事務の登録及び閲覧）

第７条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取

扱事務」という。）について、次に掲げる事項を記載した個人情

報取扱事務登録簿（以下「登録簿」という。）を備え、一般の閲

覧に供しなければならない。

�～� 省略

� その他実施機関（議会にあっては、議長。第３項第３号、第

２１条から第２３条まで、第２５条、第２６条、第３０条第１項第５号、

第３２条から第３５条まで、第３７条第１項第５号並びに第４８条にお

いて同じ。）が定める事項

２ 省略

３ 前２項の規定は、次に掲げる個人情報取扱事務については、適

用しない。

� 県の職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第
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１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含む。）及び県が

設立した地方独立行政法人の職員（役員を含む。）又はこれら

の職員であった者に係る人事、給与、福利厚生等に関する事務

�～� 省略

４・５ 省略

（オンライン結合による提供の制限）

第１０条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに

該当するときは、オンライン結合により、個人情報を実施機関以

外のものに提供することができる。その提供の内容を変更すると

きも、同様とする。

�・� 省略

� 国の機関、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項

に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、他の地方公

共団体又は地方独立行政法人（県が設立したものを除く。第２５

条第１項において

同じ。）に提供するとき。

� 省略

（職員の義務）

第１３条 実施機関の職員（県が設立した地方独立行政法人の役員を

含む。以下同じ。）は、職務上知り得た個人情報をみだりに他人

に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その職を退い

た後も、同様とする。

第３節 不服申立て

（県が設立した地方独立行政法人に対する異議申立て）

第４０条 県が設立した地方独立行政法人がした開示決定等、訂正決

定等若しくは前条において準用する第３２条各項の決定（以下「利

用停止決定等」という。）又は当該地方独立行政法人に対する開

示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為について不

服がある者は、当該地方独立行政法人に対し、行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０号）による異議申立てをすることができ

る。

（不服申立てがあった場合の審査会への諮問）

第４１条 実施機関（議会を除く。次条及び第４３条において同じ。）

は、開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等

について行政不服

審査法 による不服申立てがあったとき

は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、審査会に諮問し

なければならない。

� 省略

� 裁決又は決定で、不服申立てに係る開示決定等（開示請求に

係る個人情報の全部を開示する旨の決定を除く。以下この号及

び第４４条において同じ。）を取り消し又は変更し、当該不服申

立てに係る個人情報の全部を開示することとするとき。ただ

し、当該開示決定等について第三者の反対の意思が表示されて

いるときを除く。

�・� 省略

第４２条 省略

（不服申立てに対する裁決又は決定）

第４３条 実施機関は、第４１条の規定による諮問に対する答申があっ

たときは、これを尊重して、速やかに、当該不服申立てに対する

裁決又は決定を行わなければならない。

１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含む。以下この号

において同じ。）又は

職員であった者に係る人事、給与、福利厚生等に関する事務

�～� 省略

４・５ 省略

（オンライン結合による提供の制限）

第１０条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに

該当するときは、オンライン結合により、個人情報を実施機関以

外のものに提供することができる。その提供の内容を変更すると

きも、同様とする。

�・� 省略

� 国の機関、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項

に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、他の地方公

共団体又は地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年

法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）に提供するとき。

� 省略

（職員の義務）

第１３条 実施機関の職員

は、職務上知り得た個人情報をみだりに他人

に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その職を退い

た後も、同様とする。

第３節 不服申立て

（不服申立てがあった場合の審査会への諮問）

第４０条 実施機関（議会を除く。次条及び第４２条において同じ。）

は、開示決定等、訂正決定等又は前条において準用する第３２条各

項の決定（以下「利用停止決定等」という。）について行政不服

審査法（昭和３７年法律第１６０号）による不服申立てがあったとき

は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、審査会に諮問し

なければならない。

� 省略

� 裁決又は決定で、不服申立てに係る開示決定等（開示請求に

係る個人情報の全部を開示する旨の決定を除く。以下この号及

び第４３条において同じ。）を取り消し又は変更し、当該不服申

立てに係る個人情報の全部を開示することとするとき。ただ

し、当該開示決定等について第三者の反対の意思が表示されて

いるときを除く。

�・� 省略

第４１条 省略

（不服申立てに対する裁決又は決定）

第４２条 実施機関は、第４０条の規定による諮問に対する答申があっ

たときは、これを尊重して、速やかに、当該不服申立てに対する

裁決又は決定を行わなければならない。
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第４４条 省略

第４５条 省略

第４６条 省略

第４７条 省略

第４８条 省略

第４９条 省略

第５０条 省略

第５１条 省略

第５２条 省略

第５３条 省略

第４３条 省略

第４４条 省略

第４５条 省略

第４６条 省略

第４７条 省略

第４８条 省略

第４９条 省略

第５０条 省略

第５１条 省略

第５２条 省略

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正）

第１２条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

�～� 省略

� 地方公務員法第２８条第２項各号のいずれかに掲げる事由

に該当して休職にされ、又は同法第２９条第

１項各号のいずれかに掲げる事由に該当して停職にされている

職員その他の同法第３５条に規定する法律又は条例の特別の定め

に基づき職務に専念する義務を免除されている職員

３ 省略

（職務に復帰した職員に関する職員給与条例等の特例）

第５条 職員派遣後職務に復帰した職員（企業職員である職員及び

技能労務職員である職員を除く。第７条において同じ。）に関す

る職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下

「職員給与条例」という。）第１３条ただし書若しくは第２１条第１

項の規定又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例

第３０号。以下「教育職員給与条例」という。）第１４条ただし書若

しくは第２０条第１項の規定の適用については、派遣先団体におい

て就いていた業務（当該業務に係る労働者災害補償保険法（昭和

２２年法律第５０号）第７条第２項に規定する通勤（当該業務に係る

就業の場所を地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第

２条第２項第１号及び第２号に規定する勤務場所とみなした場合

に同項及び同条第３項に規定する通勤に該当するものに限る。第

７条第１項において同じ。）を含む。）を公務とみなす。

（職員の派遣）

第２条 省略

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。

�～� 省略

� 地方公務員法第２８条第２項各号のいずれかに掲げる事由若し

くは職員の分限に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第４３号）第

２条に規定する事由に該当して休職にされ、又は同法第２９条第

１項各号のいずれかに掲げる事由に該当して停職にされている

職員その他の同法第３５条に規定する法律又は条例の特別の定め

に基づき職務に専念する義務を免除されている職員

３ 省略

（職務に復帰した職員に関する職員給与条例等の特例）

第５条 職員派遣後職務に復帰した職員（企業職員である職員及び

技能労務職員である職員を除く。第７条において同じ。）に関す

る職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下

「職員給与条例」という。）第１３条ただし書若しくは第２１条第１

項の規定又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例

第３０号。以下「教育職員給与条例」という。）第１４条ただし書若

しくは第２０条第１項の規定の適用については、派遣先団体におい

て就いていた業務（当該業務に係る労働者災害補償保険法（昭和

２２年法律第５０号）第７条第２項に規定する通勤

を含む。）を公務とみなす。

（愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正）

第１３条 愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 県の機関等 県の機関、県の機関 が法律又は条例の規定に

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 県の機関等 県の機関及び県の機関が法律又は条例の規定に
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基づく試験、検査、検定、登録その他の行政上の事務について

当該法律又は条例に基づきその全部又は一部を行わせる者を指

定した場合におけるその指定を受けた者（その者が法人である

場合におけるその長を含む。）及び県が設立した地方独立行政

法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第

１項に規定する地方独立行政法人をいう。）をいう。

�～� 省略

基づく試験、検査、検定、登録その他の行政上の事務について

当該法律又は条例に基づきその全部又は一部を行わせる者を指

定した場合におけるその指定を受けた者（その者が法人である

場合におけるその長を含む。）

をいう。

�～� 省略

（愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正）

第１４条 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成１８年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

３ 職員のうち新条例第７条第５項及び第６項、第８条第１項

から第３項まで並びに第８条の２の規定により新条例第５条の２

第２項第２号から第２１号までの規定に規定する期間が新条例第７

条第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間に含まれる

者であって、施行日の前日が当該職員の職員としての引き続いた

在職期間に含まれる期間に含まれるものが新制度適用職員として

退職した場合における当該退職による退職手当についての前項の

規定の適用については、同項中「退職したものとし」とあるのは

「職員として退職したものとし」と、「勤続期間」とあるのは

「勤続期間として取り扱われるべき期間」と、「給料月額」とあ

るのは「給料月額に相当する額として人事委員会規則で定める

額」とする。

附 則

（経過措置）

３ 職員のうち新条例第７条第５項及び第６項並びに第８条第１項

から第３項まで の規定により新条例第５条の２

第２項第２号から第１９号までの規定に規定する期間が新条例第７

条第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間に含まれる

者であって、施行日の前日が当該職員の職員としての引き続いた

在職期間に含まれる期間に含まれるものが新制度適用職員として

退職した場合における当該退職による退職手当についての前項の

規定の適用については、同項中「退職したものとし」とあるのは

「職員として退職したものとし」と、「勤続期間」とあるのは

「勤続期間として取り扱われるべき期間」と、「給料月額」とあ

るのは「給料月額に相当する額として人事委員会規則で定める

額」とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第７条及び第１４条の規定は、同年３月３１日から施行する。

（愛媛県立医療技術大学条例の廃止に伴う経過措置）

２ 第１条の規定による廃止前の愛媛県立医療技術大学条例第５条の規定による平成２２年度に愛媛県立医療技術大学に入学する者に係る入

学料及び平成２１年度以前の年度分の授業料の徴収並びに同条例第６条の規定による平成２２年度に愛媛県立医療技術大学に入学する者に係

る入学料の減免及び納付の猶予については、なお従前の例による。

（愛媛県学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部改正に伴う経過措置）

３ この条例の施行前に支給すべき事由が生じた県立大学の学校医に係る補償については、なお従前の例による。

（愛媛県情報公開条例の一部改正に伴う経過措置）

４ この条例の施行の際現にされている第１０条の規定による改正前の愛媛県情報公開条例（以下「旧情報公開条例」という。）第５条の規

定による公文書の公開請求のうち、県が設立した地方独立行政法人が管理し、及び執行することとなる事務に係る公文書の公開請求は、

第１０条の規定による改正後の愛媛県情報公開条例（以下「新情報公開条例」という。）第５条の規定により県が設立した地方独立行政法

人に対してされている公文書の公開請求とみなす。

５ この条例の施行の際現にされている旧情報公開条例第１８条に規定する行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）による不服申立てのうち、

県が設立した地方独立行政法人が管理し、及び執行することとなる事務に係る不服申立ては、新情報公開条例第１８条の規定により県が設

立した地方独立行政法人に対してされている異議申立てとみなす。

６ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行前に旧情報公開条例の規定によりされた処分、手続その他の行為は、新情報公開条例の相

当の規定によってされた処分、手続その他の行為とみなす。

（愛媛県個人情報保護条例の一部改正に伴う経過措置）

７ この条例の施行の際現にされている第１１条の規定による改正前の愛媛県個人情報保護条例（以下「旧個人情報保護条例」という。）第

１５条第１項、第２９条第１項又は第３６条第１項の規定による個人情報の開示請求、訂正請求又は利用停止請求のうち、県が設立した地方独

立行政法人が管理し、及び執行することとなる事務に係るこれらの請求は、第１１条の規定による改正後の愛媛県個人情報保護条例（以下

「新個人情報保護条例」という。）第１５条第１項、第２９条第１項又は第３６条第１項の規定により県が設立した地方独立行政法人に対して

されている個人情報の開示請求、訂正請求又は利用停止請求とみなす。
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８ この条例の施行の際現にされている旧個人情報保護条例第４０条に規定する行政不服審査法による不服申立てのうち、県が設立した地方

独立行政法人が管理し、及び執行することとなる事務に係る不服申立ては、新個人情報保護条例第４０条の規定により県が設立した地方独

立行政法人に対してされている異議申立てとみなす。

９ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行前に旧個人情報保護条例の規定によりされた処分、手続その他の行為は、新個人情報保護

条例の相当の規定によってされた処分、手続その他の行為とみなす。

�愛媛県条例第１６号
愛媛県地域医療再生基金条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地域医療再生基金条例

（設置）

第１条 医療機能の強化、医師の確保等の取組その他の地域医療に係る課題を解決するための施策について定める地域医療再生計画に基づ

く事業の実施及び支援に要する経費の財源に充てるため、地域医療再生基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に係る精算

については、この条例の規定は、同年１２月３１日（同日までに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した日）までの間は、

なおその効力を有する。

�愛媛県条例第１７号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 目 的 位 置 名 称 目 的 位 置

省略 省略

愛媛県立歯科

技術専門学校

歯科衛生士及び歯科技工士の

養成を行う。
伊予郡砥部町

省略 省略

附 則

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

２ 愛媛県立歯科技術専門学校における授業料、入学料及び入学選考料徴収条例（昭和４６年愛媛県条例第１５号）は、廃止する。

�愛媛県条例第１８号
愛媛県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県国民健康保険広域化等支援基金条例の一部を改正する条例

愛媛県国民健康保険広域化等支援基金条例（平成１４年愛媛県条例第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（貸付事業）

第７条 省略

２ 貸付金の貸付条件は、次に掲げるとおりとする。

� 省略

� 貸付期間 貸し付けた日の属する会計年度以降７箇年度（当

該会計年度以降２箇年度以内の据置期間を含む。）以内

３ 省略

（貸付事業）

第７条 省略

２ 貸付金の貸付条件は、次に掲げるとおりとする。

� 省略

� 貸付期間 貸し付けた日の属する会計年度以降５箇年度（当

該会計年度以降２箇年度以内の据置期間を含む。）以内

３ 省略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１９号
愛媛県核燃料サイクル地域振興基金条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県核燃料サイクル地域振興基金条例

（設置）

第１条 核燃料サイクルの実施の円滑化に資するため特に必要がある地域における公共用施設の整備その他の地域振興を図るための措置の

実施及び支援に要する経費の財源に充てるため、核燃料サイクル地域振興基金（以下「基金」という。）を設置する。

（積立て）

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める額とする。

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための事業に要する経費に充てるため、その全部又は一部を処分することができる。

（繰替運用）

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用することができる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２０号
愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例の一部を改正する条例

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

使用料

別表（第３条関係）

使用料

区分 種別 単位 金額 区分 種別 単位 金額

省略

窯業関係

省略

焼成がま及び炉

省略

１回 ７，３５０

省略

窯業関係

省略

焼成がま及び炉

省略

１回 ７，６６０

手数料 省略 手数料 省略

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２１号
県営土地改良事業分担金徴収条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

県営土地改良事業分担金徴収条例等の一部を改正する条例

（県営土地改良事業分担金徴収条例の一部改正）

第１条 県営土地改良事業分担金徴収条例（昭和２６年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（分担金の範囲及び基準）

第２条 前条の分担金（第４条に規定するものを除く。）の額は、

各年度ごとに、当該県営土地改良事業に要する費用（事務費を除

く。）のうち通常の割合により国から交付の決定を受けた補助金

の額を除いたものの２分の１に相当する額（次の各号に規定する

事業又は工事にあつては、当該各号に規定する額）から土地改良

法第９１条第６項の規定により市町に負担させる額を差し引いて得

た額の範囲内において知事が定める。

� 鉱毒害対策事業は、 当該事業に要する費用（事

務費を除く。）のうち国から交付を受けた補助金の額を除いた

額

� 県営かんがい排水事業及び県営畑地帯総合土地改良事業に係

るダム工事は、 当該事業に要する費用（事務費を

除く。）の１０分の２に相当する額

２ 省略

（分担金の範囲及び基準）

第２条 前条の分担金（第４条に規定するものを除く。）の額は、

各年度ごとに当該 県営土地改良事業に要する費用

のうち通常の割合により国から交付 を受けた補助金

の額を除いたものの２分の１に相当する額（次の各号に規定する

事業又は工事にあつては、当該各号に規定する額）から土地改良

法第９１条第６項の規定により市町に負担させる額を差し引いて得

た額の範囲内において知事が定める。

� 鉱毒害対策事業は、各年度ごとに当該事業に要する費用（事

務費を除く。）のうち国から交付を受けた補助金の額を除いた

額

� 県営かんがい排水事業及び県営畑地帯総合土地改良事業に係

るダム工事は、各年度ごとに当該事業に要する費用

の１０分の２に相当する額

２ 省略

（愛媛県港湾管理条例の一部改正）

第２条 愛媛県港湾管理条例（昭和２８年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（市町の工費負担）

第１７条 港湾施設の修築に要する費用については、当該港湾の存す

る市町は、次の各号の区分によりその一部を負担するものとす

る。

� 修築工事の場合は、当該年度において国が負担の決定をした

（市町の工費負担）

第１７条 港湾施設の修築に要する費用については、当該港湾の存す

る市町は、次の各号の区分によりその一部を負担するものとす

る。

� 修築工事の場合は、当該年度において国が負担の決定をした

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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額及び事務費の額の合計額を控除した額について、その３分の

１（岸壁、物揚場等の新設工事に伴いその背後に用地を造成す

る工事及び当該用地に係る舗装その他の工事にあつては、２分

の１）の範囲内において知事の定める額を分担する。

� 省略

２ 省略

額 を控除した額について、その３分の

１（岸壁、物揚場等の新設工事に伴いその背後に用地を造成す

る工事及び当該用地に係る舗装その他の工事にあつては、２分

の１）の範囲内において知事の定める額を分担する。

� 省略

２ 省略

（愛媛県漁港施設事業負担金条例の一部改正）

第３条 愛媛県漁港施設事業負担金条例（昭和３２年愛媛県条例第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（賦課基準）

第２条 市町の負担すべき金額は、 当該事業に要する経費

（事務費を除き、当該年度において国から交付の決定を受ける補

助金又は負担金がある場合にあつては、当該補助金又は負担金を

除く 。）について、次の表の第１欄に掲げる区分に

従い、それぞれ第２欄から第４欄まで に掲げる率を乗じて得

た額を超えないものとする。

（賦課基準）

第２条 市町の負担すべき金額は、毎年度当該事業に要する経費

（ 国から交付 を受ける補

助金又は負担金がある場合は 、当該補助金又は負担金を

除いた経費をいう。）について、次の表の第１欄に掲げる区分に

従い、それぞれ第２欄、第３欄又は第４欄に掲げる率を乗じて得

た額をこえないものとする。

省略 省略

（愛媛県土木建設事業負担金条例の一部改正）

第４条 愛媛県土木建設事業負担金条例（平成１２年愛媛県条例第６３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（負担基準）

第２条 市町が負担すべき金額は、特別の場合を除き、当該市町の

区域内で行う事業に要する経費（事務費を除く。）について、次

の表の左欄に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲

げる率を乗じて得た額を超えないものとする。

（負担基準）

第２条 市町が負担すべき金額は、特別の場合を除き、当該市町の

区域内で行う事業に要する経費 について、次

の表の左欄に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲

げる率を乗じて得た額を超えないものとする。

省略 省略

附 則

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の県営土地改良事業分担金徴収条例の規定、第２条の規定による改正後の愛媛県港湾管理条例の規定、第３

条の規定による改正後の愛媛県漁港施設事業負担金条例の規定及び第４条の規定による改正後の愛媛県土木建設事業負担金条例の規定は、

平成２２年度事業（平成２１年度以前の事業で繰越しとなったものを除く。）から適用する。

�愛媛県条例第２２号
愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１

３６



��������������

��������������

改 正 後 改 正 前

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，９７１人

� 市町立学校の職員 ８，８６７人

計 １２，８３８人

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ４，０３１人

� 市町立学校の職員 ８，９４１人

計 １２，９７２人

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２３号
愛媛県警察職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県警察職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県警察職員定数条例（昭和３３年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（職員の定数）

第２条 警察職員の定数は、次のとおりとする。

警 視 ９９人

警 部 ２０３人

� 警察官

�
�
�
�
�
�
�
�
�

警部補及び巡査部長 １，３８３人

巡 査 ７２３人

計 ２，４０８人

� 省略

計 ２，８２３人

２ 省略

（職員の定数）

第２条 警察職員の定数は、次のとおりとする。

警 視 ９９人

警 部 ２０３人

� 警察官

�
�
�
�
�
�
�
�
�

警部補及び巡査部長 １，３８０人

巡 査 ７２２人

計 ２，４０４人

� 省略

計 ２，８１９人

２ 省略

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２４号
愛媛県暴力団排除条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県暴力団排除条例

目次

第１章 総則（第１条―第５条）

第２章 暴力団の排除に関する基本的施策等（第６条―第１０条）

第３章 青少年の健全な育成を図るための措置（第１１条・第１２条）

第４章 暴力団員等に対する利益の供与の禁止等（第１３条・第１４条）

第５章 暴力団員等が利益の供与を受けることの禁止等（第１５条）

第６章 不動産の譲渡等をしようとする者の講ずべき措置等（第１６条・第１７条）

第７章 祭礼等からの暴力団の排除（第１８条）

第８章 義務違反者に対する措置等（第１９条―第２１条）

第９章 雑則（第２２条）

第１０章 罰則（第２３条・第２４条）

附則

第１章 総則
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（目的）

第１条 この条例は、暴力団が県民の生活及び社会経済活動に介入し、暴力及びこれを背景とした資金獲得活動によって県民等に多大な脅

威を与えている状況にかんがみ、暴力団の排除に関し、基本理念を定め、並びに県及び県民等の責務を明らかにするとともに、暴力団の

排除に関する基本的施策、青少年の健全な育成を図るための措置、暴力団員等に対する利益の供与の禁止等を定めることにより、暴力団

の排除を推進し、もって県民の安全で平穏な生活を確保し、及び社会経済活動の健全な発展に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

� 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴

力団をいう。

� 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

� 暴力団員等 暴力団員又は暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行

為等（法第２条第１号に規定する暴力的不法行為等をいう。）を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し、資金、

武器等の供給を行う等暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。）をいう。

� 県民等 県民及び事業者をいう。

� 暴力団事務所 暴力団の活動の拠点である施設又は施設の区画された部分をいう。

（基本理念）

第３条 暴力団の排除は、社会全体として、暴力団が県民の生活及び社会経済活動に不当な影響を与える存在であることを認識した上で、

暴力団を恐れないこと、暴力団に対して資金を提供しないこと及び暴力団を利用しないことを基本として推進されなければならない。

２ 暴力団の排除は、県、県民等、関係機関及び関係団体による相互の連携及び協力の下に推進されなければならない。

（県の責務）

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、暴力団の排除に関する施策を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。

２ 県は、暴力団の排除に関する施策の実施に当たっては、関係機関及び関係団体との連携を図るよう努めるものとする。

（県民等の責務）

第５条 県民は、基本理念にのっとり、暴力団の排除のための活動に自主的に、かつ、相互の連携協力を図りながら取り組むよう努めると

ともに、県が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めるものとする。

２ 事業者は、基本理念にのっとり、その行う事業（事業の準備を含む。以下同じ。）により暴力団を利することとならないようにすると

ともに、県が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するものとする。

３ 県民等は、暴力団の排除に資すると認められる情報を取得したときは、県に対し、当該情報を提供するよう努めるものとする。

第２章 暴力団の排除に関する基本的施策等

（県の事務及び事業における措置）

第６条 県は、公共工事その他の県の事務又は事業により暴力団を利することとならないよう、暴力団員等を県が実施する入札に参加させ

ない等の必要な措置を講ずるものとする。

（警察による保護措置）

第７条 警察本部長は、暴力団の排除のための活動に取り組んだこと等により暴力団から危害を加えられるおそれがあると認められる者に

対し、警察官による保護態勢の整備、保護に必要な資機材の貸付けその他の必要な措置を講ずるものとする。

（県民等に対する支援）

第８条 県は、暴力団事務所の使用の差止めの請求、暴力団員等による犯罪の被害に係る損害賠償の請求その他の暴力団員等に対する請求

に係る訴訟であって、暴力団の排除に資すると認められるものを提起し、又は提起しようとする者に対し、当該訴訟に関し、情報の提供

その他の必要な支援を行うものとする。

２ 県は、前項に定めるもののほか、県民等による暴力団の排除のための活動に資するよう、県民等に対し、情報の提供その他の必要な支

援を行うものとする。

（広報及び啓発）

第９条 県は、県民等が暴力団の排除の重要性について理解を深めることができるよう、県内における暴力団の活動実態等についての県民

等への周知、暴力団の排除の気運を醸成するための集会の開催その他の広報活動及び啓発活動を行うものとする。

（市町への協力）

第１０条 県は、市町において暴力団の排除のための施策が講じられるよう、市町に対し、情報の提供、技術的助言その他の必要な協力を行

うものとする。

第３章 青少年の健全な育成を図るための措置

（青少年に対する指導等）

第１１条 県民等は、青少年が暴力団の排除の重要性を認識し、暴力団に加入せず、及び暴力団による犯罪の被害を受けないよう、地域、職

域等において、青少年に対し、指導、助言その他の適切な措置を講ずるよう努めるものとする。

（暴力団事務所の開設及び運営の禁止）
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第１２条 暴力団事務所は、次に掲げる施設の敷地の周囲２００メートルの区域内においては、これを開設し、又は運営してはならない。

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大学を除く。）又は同法第１２４条に規定する専修学校（高等課程を置く

ものに限る。）

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第１項に規定する児童福祉施設

� 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２１条に規定する公民館

� 図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する図書館

� 博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第２条第１項に規定する博物館又は同法第２９条に規定する博物館に相当する施設

� 前各号に掲げるもののほか、特にその周辺における青少年の健全な育成を図るための良好な環境を保全する必要がある施設として公

安委員会規則で定めるもの

２ 前項の規定は、この条例の施行の際現に運営されている暴力団事務所及びこの条例の施行後に開設された暴力団事務所であって、その

開設後に同項各号に掲げるいずれかの施設が設置されたことにより、同項に規定する区域内において運営されることとなったものにつ

いては、適用しない。ただし、ある暴力団のものとして運営されていたこれらの暴力団事務所が他の暴力団のものとして開設され、又

は運営された場合は、この限りでない。

第４章 暴力団員等に対する利益の供与の禁止等

（利益の供与の禁止）

第１３条 事業者は、その行う事業に関し、暴力団員等又は暴力団員等が指定した者に対し、次に掲げる行為をしてはならない。

� 暴力団の威力を利用する目的で、金品その他の財産上の利益の供与（以下「利益の供与」という。）をすること。

� 暴力団の威力を利用したことに関し、利益の供与をすること。

２ 事業者は、前項に定めるもののほか、その行う事業に関し、暴力団の活動又は運営に協力する目的で、暴力団員等又は暴力団員等が指

定した者に対し、相当の対償のない利益の供与をしてはならない。

３ 事業者は、前２項に定めるもののほか、その行う事業に関し、暴力団員等又は暴力団員等が指定した者に対し、情を知って、暴力団の

活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる利益の供与をしてはならない。ただし、法令上の義務又は情を知らないでした契約

に係る債務の履行として利益の供与をする場合その他正当な理由がある場合は、この限りでない。

（契約時における措置等）

第１４条 事業者は、その行う事業に関して書面による契約を締結する場合において、当該契約が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営

に資することとなるものである疑いがあると認めるときは、当該契約の相手方が暴力団員等でないことを確認するよう努めなければなら

ない。

２ 事業者は、その行う事業に関して書面による契約を締結するときは、契約の相手方が暴力団員等であることが判明したときは催告をす

ることなく当該契約を解除することができる旨を定めるよう努めなければならない。

３ 事業者は、前項に規定する事項を定めた契約の相手方が暴力団員等であることが判明したときは、速やかに、当該契約を解除するよう

努めなければならない。

第５章 暴力団員等が利益の供与を受けることの禁止等

第１５条 暴力団員等は、情を知って、事業者から当該事業者が第１３条第１項若しくは第２項の規定に違反することとなる利益の供与を受

け、又は事業者に当該事業者がこれらの規定に違反することとなる当該暴力団員等が指定した者に対する利益の供与をさせてはならな

い。

２ 暴力団員等は、情を知って、事業者から当該事業者が第１３条第３項の規定に違反することとなる利益の供与を受け、又は事業者に当該

事業者が同項の規定に違反することとなる当該暴力団員等が指定した者に対する利益の供与をさせてはならない。

第６章 不動産の譲渡等をしようとする者の講ずべき措置等

（不動産の譲渡等をしようとする者等の責務）

第１６条 県内に所在する不動産（以下「不動産」という。）の譲渡又は貸付け（地上権の設定を含む。以下「譲渡等」という。）をしよう

とする者は、当該譲渡等に係る契約の締結前に、当該契約の相手方に対し、当該不動産を暴力団事務所の用に供するものでないことを確

認するよう努めなければならない。

２ 何人も、自己が譲渡等をしようとしている不動産が暴力団事務所の用に供されることとなることを知って、当該譲渡等に係る契約をし

てはならない。

３ 不動産の譲渡等をしようとする者は、当該譲渡等に係る契約において、次に掲げる事項を定めるよう努めなければならない。

� 当該不動産を暴力団事務所の用に供してはならない旨

� 当該不動産が暴力団事務所の用に供されていることが判明したときは、催告をすることなく当該契約を解除し、又は当該不動産の買

戻しをすることができる旨

４ 前項第２号に規定する事項を定めた契約により不動産の譲渡等をした者は、当該不動産が暴力団事務所の用に供されていることが判明

したときは、速やかに、当該契約を解除し、又は当該不動産の買戻しをするよう努めなければならない。

（不動産の譲渡等の代理等をする者の責務）

第１７条 不動産の譲渡等の代理又は媒介をする者は、当該譲渡等をしようとする者に対し、前条の規定の遵守に関し助言その他の措置を講

じなければならない。
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２ 何人も、他人が譲渡等をしようとしている不動産が暴力団事務所の用に供されることとなることを知って、当該譲渡等に係る契約の代

理又は媒介をしてはならない。

第７章 祭礼等からの暴力団の排除

第１８条 祭礼、花火大会、興行その他の公共の場所に多数人が特定の目的のために一時的に集合するような行事の主催者又はその運営に携

わる者（以下「行事主催者等」という。）は、次に掲げる行為をしてはならない。

� 当該行事に関し、暴力団を利用すること。

� 当該行事の運営に関与しようとする者が暴力団員であることを知りながら、これを関与させること（次号に該当するものを除

く。）。

� 当該行事において、みこし等の運行に参加しようとする者又は露店を出そうとする者が暴力団員であることを知りながら、これを参

加させ、又はこれに露店を出させること。

２ 行事主催者等は、当該行事からの暴力団の排除のために必要な措置を講じなければならない。

３ 県は、行事主催者等において前項の措置が講じられるよう、当該行事主催者等に対し、情報の提供その他の必要な支援を行うものとす

る。

第８章 義務違反者に対する措置等

（調査）

第１９条 公安委員会は、第１３条第１項若しくは第２項、第１５条第１項、第１６条第２項、第１７条第２項又は前条第１項の規定に違反する行為

をした疑いがあると認められる者その他の関係者に対し、公安委員会規則で定めるところにより、その違反の事実を明らかにするために

必要な限度において、文書若しくは口頭による説明又は資料の提出を求めることができる。

（勧告）

第２０条 公安委員会は、第１３条第１項若しくは第２項、第１５条第１項、第１６条第２項、第１７条第２項又は第１８条第１項の規定に違反する行

為があった場合において、当該行為が暴力団の排除に支障を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認めるときは、公安委員会規則で定める

ところにより、当該行為をした者に対し、必要な勧告をすることができる。

（公表）

第２１条 公安委員会は、第１９条の規定により説明若しくは資料の提出を求められた者が正当な理由がなくてこれを拒んだとき、又は前条の

規定により勧告を受けた者が正当な理由がなくてこれに従わなかったときは、公安委員会規則で定めるところにより、その旨を公表する

ことができる。

２ 公安委員会は、前項の規定による公表をしようとするときは、公安委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、同項に規定する者

に対して意見を述べる機会を与えなければならない。

第９章 雑則

第２２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、公安委員会規則で定める。

第１０章 罰則

第２３条 第１２条の規定に違反して、暴力団事務所を開設し、又は運営した者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

第２４条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下同じ。）の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人

その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同

条の罰金刑を科する。

附 則

この条例は、平成２２年８月１日から施行する。

�愛媛県条例第２５号
愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 病院事業

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 病院事業
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名 称 位 置 診 療 科 目 病床数 名 称 位 置 診 療 科 目 病床数

省略 省略

愛媛県立

三島病院

四国中央市 内 科、呼 吸 器 科、小 児

科、外科、泌尿器科、産

婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科、放射線科、整形

外 科、麻 酔 科、循 環 器

科、脳神経外科

２００

省略 省略

附 則

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の日前の愛媛県立三島病院の使用に係る料金の徴収及び減免については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第２６号
愛媛県がん対策推進条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県がん対策推進条例

がん対策基本法の趣旨を踏まえ、すべての県民が生命を尊重する良心に基づき、温かみのある適切ながん対策を推進することにより、が

んになってもお互いに支え合い、安心して暮らしていける地域社会を実現することを決意し、この条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は、がん対策に関し、県、市町、がんの予防又はがんに係る医療（以下「がん医療」という。）に携わる者（以下「保健

医療関係者」という。）及び県民の責務を明らかにするとともに、がんの予防及び早期発見の推進、がん患者等の負担の軽減等について

定めることにより、がん対策基本法（平成１８年法律第９８号）第１１条第１項に規定する都道府県がん対策推進計画（以下「推進計画」とい

う。）の実効性を確保し、科学的知見に基づく適切ながん医療をすべての県民が受けられるようにするための総合的ながん対策を推進す

ることを目的とする。

（県の責務）

第２条 県は、国、市町、保健医療関係者並びにがん患者及びその家族又は遺族（以下「家族等」という。）で構成される団体その他の関

係団体との連携を図りつつ、がん対策に関し、本県の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

２ 県は、県民のがんに関する意識を高め、及び理解と関心を深めるため、県民に対してがんに関する情報を提供するよう努めなければな

らない。

３ 県は、がん対策について、教育、雇用等幅広い観点から検討を行い、必要な施策を講ずるものとする。

（市町の責務）

第３条 市町は、県及び保健医療関係者その他の関係者と連携し、がんの予防及び早期発見に向けた施策の推進に努めるものとする。

（保健医療関係者の責務）

第４条 保健医療関係者は、推進計画に基づき、県が講ずる施策の推進に協力し、がんの予防に寄与するよう努めるとともに、がん患者の

置かれている状況を深く認識し、良質かつ適切ながん医療を行うよう努めなければならない。

２ 保健医療関係者は、がん患者及びその家族等に対し、これらの者が求めるがんに関する情報を提供するよう努めなければならない。

（県民の責務）

第５条 県民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣が健康に及ぼす影響等がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防に細心の注意を

払うとともに、積極的にがん検診を受けるよう努めなければならない。

（がんの予防及び早期発見の推進）

第６条 県は、がんに関する正しい知識の普及啓発及び情報の提供その他のがんの予防に関する施策を講ずるものとする。

２ 県は、がんの早期発見に資するため、市町、保健医療関係者並びにがん患者及びその家族等で構成される団体その他の関係団体と連携

し、がん検診の受診率の向上及びがん検診の質の向上等を図るために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。

（がん登録の推進）
り

第７条 県は、がん対策の効率的な推進を図るため、医療機関と連携し、がん登録（がん患者のがんの罹患、転帰その他の状況に関する情

報を収集し、及び分析するための制度をいう。）の推進に努めるとともに、当該がん登録の精度の向上を図るために必要な施策を講ずる

ものとする。

（がん患者等の負担の軽減）

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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第８条 県は、がん患者の療養生活の質の維持向上及びがん患者の身体的若しくは精神的な苦痛又は社会生活上の不安その他のがんに伴う

負担の軽減に資するため、医療機関等と連携し、次に掲げる施策を講ずるよう努めなければならない。

� がん患者及びその家族等に対する相談体制の充実強化

� がん患者及びその家族等の経験を生かした支援活動等の推進

� 前２号に掲げるもののほか、がん患者の療養生活の質の維持向上及びがんに伴う負担の軽減に関し必要な施策

（緩和ケアの充実）

第９条 県は、がん患者の身体的若しくは精神的な苦痛又は社会生活上の不安の軽減等を目的とする医療、看護その他の行為（以下「緩和

ケア」という。）の充実を図るため、医療機関等と連携し、次に掲げる施策を講ずるよう努めなければならない。

� 緩和ケアに関する専門的な知識及び技能を有する医療従事者の育成

� 治療の初期段階からのがん患者の状況に応じた緩和ケアの推進

� 緩和ケアの拠点としての機能を担う体制及び緩和ケアに係る地域における連携協力体制の整備

� 居宅において緩和ケアを受けることができる体制の整備

� 前各号に掲げるもののほか、緩和ケアの充実に関し必要な施策

（在宅医療の推進）

第１０条 県は、医療機関等と連携し、医療機関ががん患者にその居宅においてがん医療を提供することができる体制の整備に必要な施策を

講ずるよう努めなければならない。

（がん医療の水準の向上）

第１１条 県は、専門的ながん医療を提供する医療機関その他の医療機関と連携し、がん患者がその居住する地域にかかわらず等しくそのが

んの状態に応じた適切ながん医療を受けることができるよう、次に掲げる取組を支援するよう努めなければならない。

� がん診療連携拠点病院（都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連携拠点病院をいう。以下同じ。）の整備及び機能強化

� 都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連携拠点病院の間における連携強化

� がん診療連携拠点病院及びその他の医療機関の間における連携協力体制の整備

� 手術、放射線療法、化学療法その他のがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成

� 前各号に掲げるもののほか、がん医療の水準の向上に関し必要な取組

（愛媛県がん対策推進委員会）

第１２条 がん対策の推進に関し、次に掲げる事務を行わせるため、愛媛県がん対策推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。

� がん対策の推進に関する基本的かつ総合的な政策及び重要事項を審議すること。

� がん対策の推進に関する施策の実施状況について、必要に応じて、調査し、及び知事に意見を述べること。

２ 委員会は、委員３０人以内で組織する。

３ 委員は、がん患者及びその家族等で構成される団体を代表する者、保健医療関係者、学識経験のある者、関係行政機関の職員その他適

当と認める者のうちから、知事が任命する。

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

５ 委員は、再任されることができる。

６ 第２項から前項までに定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、知事が定める。

（施策の見直し）

第１３条 知事は、がん対策の推進に関する施策の実施状況について、定期的に検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。

（県民総ぐるみによるがん対策の推進）

第１４条 県は、市町、保健医療関係者、がん患者及びその家族等で構成される団体その他の関係団体と連携し、総合的ながん対策を県民総

ぐるみで推進するものとする。

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２７号
愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２２年３月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例（平成１９年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２３年４月２９日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

平成２２年３月２６日 発行

愛 媛 県 報平成２２年３月２６日 第２１５２号外１
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